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 命  令  書（写） 

 

     長野県松本市中央４丁目７番22号 

申立人  長野一般労働組合 

     代表者 執行委員長 Ｘ１ 

 

     長野県松本市旭３丁目１番１号 

被申立人 国立大学法人信州大学  

     代表者 学長 Ｙ１ 

 

平成 22年 12月 28日に申し立てられた上記当事者間の長労委平成 22年

（不）第２号不当労働行為救済申立事件について、当委員会は、平成 24年

８月22日第1266回及び同月31日第1267回公益委員会議において、会長公益

委員土屋準、公益委員中村田鶴子及び同諏訪雅顕の合議により、次のとお

り命令する。 

 

主  文 

 

本件申立てをいずれも棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 事案の概要等 

１ 事案の概要 

本件は、長野一般労働組合（以下「組合」）と国立大学法人信州大

学（以下「大学」）との間の９回にわたる団体交渉において、大学が、

①組合員である大学医学部教授  Ｘ３ （以下「Ｘ３」）が行ったと

されるハラスメント（以下「本件ハラスメント」）を具体的に明示す
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ることを拒否したこと、②本件ハラスメントの調査等に関する資料の

提出を拒否したこと、③学長及び医学部長らの団体交渉への出席を拒

否したこと、④団体交渉継続中にもかかわらず、組合に諮ることなく、

平成22年５月11日（以下、平成の元号は省略する。）付けでＸ３を「学

長付教授」へ人事異動するなどしたこと、⑤団体交渉継続中にもかか

わらず、懲戒処分に係る手続の進行を明らかにすることなく、また、

懲戒理由を具体的に明示することなく、同年７月21日付けでＸ３を懲

戒解雇するなどしたこと、⑥同年10月28日に開催を予定していた第10

回団体交渉について、一方的に開催を拒否する旨通知したうえ、組合

が同月25日付けで申し入れた団体交渉を拒否したこと、が不当労働行

為に該当するとして申し立てられた事件である。  

２ 請求する救済内容の要旨  

(1) 大学は、組合との団体交渉を拒否してはならない。  

(2) 大学は、以下により組合との団体交渉に誠実に応じなければな

らない。 

ア 学長らの団体交渉への出席を拒否してはならない。  

イ  本件ハラスメントに関連する資料の提出を拒否してはならな

い。 

(3) 大学は、Ｘ３に対する22年５月11日付け人事異動及び同年７月

21日付け懲戒処分について、組合との団体交渉に誠実に応じなけれ

ばならない。 

(4) 謝罪文の掲示。 

３ 本件における主な争点  

(1) 争点１ 

団体交渉における大学の以下の対応は、労働組合法（以下「労組

法」）第７条第２号の不当労働行為に当たるか。  

ア 本件ハラスメント行為について、具体的に特定・明示しなかっ

たこと。 
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イ 本件ハラスメント関連書類の提出について、組合の求めに応じ

ることなくこれを拒んだこと。  

ウ 学長、医学部長及び本件ハラスメントの相談調査対策委員会委

員長らの団体交渉への出席について、組合の求めに応じることな

くこれを拒んだこと。 

(2) 争点２ 

大学の以下の行為に関して、団体交渉における大学の対応は、労

組法第７条第２号の不当労働行為に当たるか。 

ア 22年５月11日付けでＸ３に対して行った「学長付教授」への人

事異動 

イ 22年７月21日付けでＸ３に対して行った懲戒解雇処分  

(3) 争点３ 

組合の22年10月25日付け団体交渉申入れに対して、大学が応じな

かったことは、労組法第７条第２号の不当労働行為に当たるか。  

 

第２ 当事者の主張の要旨  

１ 争点１について 

(1) 申立人の主張 

ア  組合は９回にわたる団体交渉及び大学とＸ３との間のやり取

りを通じて、大学及び学内のハラスメント防止制度における組織

である相談調査対策委員会（以下「調査対策委員会」）がＸ３の

いかなる行為をハラスメントに当たるとして問題にしようとし

ているのか、具体的に明らかにするよう求めたにもかかわらず、

大学がこれを明示することを拒んだため、具体的な事実を把握す

ることができず、実質的な協議に入ることができなかった。この

ような大学の対応は不誠実であり、労組法第７条第２号に該当す

る不当労働行為である。  

イ  組合が調査対策委員会によるハラスメントの認定事実が正当
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か否か検討するためには、大学から調査対策委員会のハラスメン

ト認定に係る十分な資料の提供を受けることが必須であるにも

かかわらず、大学は、第２回、第４回及び第６回団体交渉等にお

いて、大学の関係規程及び調査対策委員会の性格を理由として、

資料の提出を一切拒否した。  

組合を無視した大学の不誠実性は、組合が要求した関係書類を、

団体交渉において提出しなかったにもかかわらず、Ｘ３が裁判所

に提訴した地位保全等仮処分命令申立て（以下「本件仮処分申立

て」）の訴訟手続において提出したことに現れている。大学が団

体交渉で提出していれば、具体的事実に基づいた真相の究明が可

能であって、大学がＸ３の懲戒解雇処分を行うことはできなかっ

たはずである。 

よって、大学の対応は誠実交渉義務を果たしたとはいえないの

であって、労組法第７条第２号に該当する不当労働行為である。 

ウ 団体交渉には大学側交渉担当者として大学の副学長で総務・人

事労務担当理事である Ｙ２ （以下「Ｙ２理事」）が出席したが、

組合の質問や主張に対して、事実に精通せず、理事就任前の出来

事であることを理由として不知との回答を繰り返した。そこで、

組合は、実質的な協議を行うため第２回団体交渉等において、大

学学長 Ｙ１ （以下「Ｙ１学長」）、大学医学部長  Ａ  （以

下「 Ａ 医学部長」）及び調査対策委員会委員長   Ｂ  （以下

「 Ｂ 委員長」）の団体交渉への出席を求めた。組合がＹ１学長

らの団体交渉への出席が必要であると判断した理由は次のとお

りである。 

Ｙ１学長は、大学の代表者である。  

Ａ 医学部長は、Ｘ３の人事異動及び研究室入室禁止処分等の

直接の責任者である。また、大学は調査対策委員会のハラスメン

ト認定に関して資料の開示を拒否しているので、調査対策委員会
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の委員であった Ａ 医学部長から説明を求める必要がある。さら

に、医学部の長として本件ハラスメントの背景事情を十分承知し、

Ｘ３の講義・演習に係る事情にも精通している。  

Ｂ 委員長は、調査対策委員会の責任者である。  

しかし、大学は、組合との団体交渉はＹ２理事に一任している

との理由だけで、組合の要求を拒否した。  

なお、大学と信州大学教職員組合（以下「教職員組合」）との

間には、「団体交渉に関する労働協約」が存在し、大学側交渉委

員として、「学長、担当理事、総務部長、人事課長、その他学長

が指名するもの。」と規定されているので、大学は、組合との団

体交渉における交渉委員を差別的に取り扱うことはできない。  

これらの大学の対応は誠実交渉義務を果たしたとはいえない

のであって、労組法第７条第２号に該当する不当労働行為である。 

 (2) 被申立人の主張 

ア 大学は、「国立大学法人信州大学におけるハラスメントの防止

等に関する規程」（以下「ハラスメント防止規程」）の趣旨に従っ

て、適正かつ厳格にハラスメント相談調査の各手続を履践するこ

とにより、以下のとおり、Ｘ３に対して適正な範囲内で事実の開

示をした。 

調査対策委員会は、20年11月28日、Ｘ３に対して事情聴取を行

い、その中で、ハラスメント行為及びこれに関係して明らかにな

った非違行為等について、Ｘ３に明らかにされた。また、21年６

月16日には、調査対策委員会報告書概要がＸ３に通知されている。 

その後に申出のあった別件のハラスメント事件においても同

様に、調査対策委員会は、同年９月８日、Ｘ３に対して事情聴取

を行い、ハラスメント行為がＸ３に明らかにされた。また、22年

４月30日には、調査対策委員会報告書概要がＸ３に通知されてい

る。 
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イ  大学は、教職員及び学生のハラスメント防止及び発生時対応措

置について、就業規則及びその下位規程であるハラスメント防止

規程で、制度を制定し実施してきた。ハラスメント防止規程は、

ハラスメントという極めてプライベートでありかつ教職員及び

学生の人格に関わる行為や紛争を扱うものであること、ハラスメ

ント行為の事実を把握するためには当該ハラスメント事件の当

事者及び関係者の協力を得て解明しなければならないため、それ

らの者の秘密保護並びに大学に対する信頼を担保することが必

要な制度であること、さらには大学のハラスメント予防・対応措

置後における加害者からの報復的行為や不利益付与行為を根絶

する必要があることなどを十分総合的に検討して制定されたも

のである。したがって、ハラスメント相談や審査手続に関わる事

実や文書は基本的に非公開とされなければならない。この理は、

事件当事者であれ、関係者であれ、大学役員であれ区別なく適用

され、労働組合その他の学内団体についても例外ではない。組合

は、このように重要なハラスメント防止規程・制度の趣旨、目的

及び実効性に何ら理解を示そうとしなかった。  

本件ハラスメントに係る相談申出書及び関係者に対する事情

聴取記録等には、いずれもハラスメント相談申出者及び事情聴取

協力者のプライバシーに関わる事実が多数含まれているととも

に、ハラスメント加害者と目されているＸ３が、信頼関係や恩情

関係が裏切られたと判断しかねない事項も多数含まれている。ハ

ラスメント相談申出者や事情聴取協力者は、加害者に知らされな

いことを信頼してハラスメント防止制度に従って協力している。

また、ハラスメント行為は、えてして身近な関係にある教職員及

び学生等との間で発生し、したがって、職位の上下関係や教員・

学生の教育関係においてはハラスメント処理後にも実質的な嫌

がらせや不利益付与が行われることが多く発生するところでも
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あるが、本件は、教授による特異な支配拘束関係が強く認められ

る職務上下関係に立つ小さな職場での事件であり、事後の報復行

為等の危険性が強くうかがわれる事情下にあった。このような事

情を総合的に勘案すると、制度上も、ハラスメント防止の実効性

上も、ハラスメント相談申出書及び事情聴取記録等を開示できな

いとすることは当然の要請であった。  

また、調査対策委員会の調査継続中は、大学が関係文書を開示

することや、その内容について団体交渉で応答することは、そも

そも制度上許されない。  

Ｘ３が提訴した本件仮処分命令申立事件においては、裁判上の

要請であるので、やむなくハラスメント手続上の文書類をハラス

メント相談申出者及び関係者に事前連絡のうえ、証拠として提出

しているが、訴訟において裁判官から要請されて提出することと、

団体交渉において提出することができないとすることは、わが国

の両制度の相違に由来するものであり、公的規範上の処置と私的

規範上の処置に相違を生ずることがあることは、当然のことであ

る。 

なお、ハラスメント手続上の資料等が、訴訟において証拠とし

て提出されていることから、組合の本件団体交渉の主目的であっ

たハラスメント関係資料提出要求は、既に目的を達しているので、

団体交渉を継続する必要はないはずである。  

ウ 団体交渉においては、労使を各々代表する権限ある交渉委員が

交渉を担当することが基本ルールである。本件団体交渉のルール

は、第１回団体交渉の冒頭で確認された。大学の交渉委員は当初

からＹ２理事等であったが、Ｙ１学長から全権を委任されている

ところである。 

団体交渉における交渉委員のほかの者の参加は、労使双方の合

意がある場合に例外的に認められることがある。組合がＹ１学長
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等に参考人として団体交渉への出席と応答を要求するものであ

るとしても、大学がこれを強制されるものではなく、その出席等

の必要性は大学において自主的に判断されるべきものである。大

学は、組合が出席を要求する理由とする事項については、交渉委

員が応答すれば足りると判断しているところであり、団体交渉制

度の原則に照らして誠実に対応している。  

２ 争点２について 

(1) 申立人の主張 

ア 大学は、「医学部長付教授」へのＸ３の人事異動撤回要求に関

し、団体交渉において協議中であったにもかかわらず、Ｘ３の「学

長付教授」への人事異動（以下「学長付異動」）について、組合

に事前通知をせず、また、団体交渉において事前に説明ないし協

議をせずに、当該異動を抜き打ち的に強行したのであって、団体

交渉を無意味なものとした。  

大学と教職員組合との間には、配転や懲戒解雇などに関する事

前協議に係る規定を含む労働協約が存在し、組合も教職員組合と

等しく差別なく扱われるべきであった。  

学長付異動は、Ｘ３の労働条件の重大な変更にあたるので、労

働契約の内容である労働条件の変更にあたって労働者の合意を

必要とすると規定する労働契約法第８条によれば、事前にＸ３と

合意しなければならず、組合と協議すべきであった。  

Ｙ２理事は、その職責に鑑みると、調査対策委員会による調査

から学長付異動までの状況を把握していたはずであり、また、仮

にＹ２理事が知らなかったとしても、団体交渉に出席していた     

Ｙ３ 総務部長（以下「Ｙ３総務部長」）及び  Ｙ４  人事課長

（以下「 Ｙ４ 人事課長」）は担当事務局の職員であるから、承

知していたことは自明であったが、それにもかかわらず重要な事

項を組合に通知しなかったことは不誠実である。  
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また、組合は、22年５月24日に至り、Ｘ３が医学部の教授職を

剥奪されていることを知り、学長付異動に抗議し、同月 25日付け

で団体交渉の開催を申し入れたところ、大学は同月28日付けでこ

れを拒否した。 

これらの大学の対応は、労組法第７条第２号に該当する不当労

働行為である。 

イ 大学は調査対策委員会のハラスメント行為認定に基づいて、

21年６月17日付けで処分審査委員会を設置し、Ｘ３の懲戒処分

について審査を開始し、組合に対し処分内容や審査内容を明ら

かにしないまま、団体交渉を重ねる間も審査を続けた。22年６

月23日には、処分審査委員会が教育研究評議会に対し、Ｘ３を

懲戒に付することが適当との結論を報告したが、大学は、これ

を組合に伏せ、懲戒解雇理由に該当する行為を具体的に明示し

ないまま、しかも懲戒処分手続の中止をあっせん事項とするあ

っせん中にもかかわらず懲戒解雇処分を強行したのであって、

団体交渉を無意味なものとした。  

また、同年７月12日付けで組合がＸ３の懲戒処分等を交渉議

題とする団体交渉の開催を申し入れたところ、大学は同月14日

付けでこれを拒否した。 

さらに、同月22日付けで組合がＸ３の懲戒解雇処分の撤回と

原職復帰を求め団体交渉を申し入れたところ、大学は同月23日

付けでこれを拒否した。 

これらの大学の対応は、労組法第７条第２号に該当する不当

労働行為である。 

(2) 被申立人の主張 

ア 大学は、学外の合同労組である組合とは、労働協約類の継続

的な労使関係ルールの締結や約束は一切行ったことがない。し

たがって、大学は、組合員のハラスメント相談調査対策手続及
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び懲戒処分手続について、これを事前に組合に対して通知、説

明及び協議をし並びに団体交渉を行う労働協約類上の債務は一

切負担していない。  

イ 大学は、22年４月12日第５回団体交渉が開催された後に調査

対策委員会からの報告がなされたことを受けて、当時の医学部

の状況等から、同年５月11日付けで、学長付異動をせざるを得

なくなったものであるから、第５回団体交渉の際には、このよ

うな事情を予測して組合に説明することは不可能であった。  

また、同人事異動後の同月13日開催の第６回団体交渉におい

ては、大学が同人事異動の趣旨等を説明する間もなく、組合が

一方的に他の事項を話題とするのみで、労働委員会へあっせん

申請することを宣言し、交渉の中途で退席した。  

このような実態からして、学長付異動に関する大学の対応は

誠実交渉義務違反に該当するものではない。  

さらに、組合の同月 25日付けの団体交渉申入れを断ったのは、

組合が労働委員会へあっせんを申請したからであり、誠実交渉

義務違反には当たらない。すなわち、団体交渉がのっぴきなら

ない対立状況を呈している状態、又は、ほとんど行き詰まりに

陥っている状態のなかで、労働組合はあっせん申請を行い団体

交渉の打開を図ろうとするのであるから、労働委員会のあっせ

ん作業継続中に団体交渉を並行して行うことは意味がなく、使

用者は団体交渉を中断せざるを得ない。  

ウ 調査対策委員会からの報告がなされた後、処分審査委員会が

Ｘ３の懲戒処分を決定するまでの間に開催されたのは、同年５

月13日の第６回団体交渉のみであり、その実情は上記イ記載の

とおりであるから、懲戒解雇処分に関する大学の対応は、誠実

交渉義務違反に該当するものでないことは明らかである。  

また、組合の同年７月12日付けの団体交渉申入れを断ったの
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は、上記イ記載と同様組合が労働委員会へあっせんを申請した

からであり、誠実交渉義務違反には当たらない。  

さらに、組合の同年７月22日付けの団体交渉申入れを拒否し

たのは、当時、組合のあっせん申請取下げが確認できなかった

こと及び申入れの日時では開催が困難であったからである。大

学は、あっせん申請が取り下げられたことを確認した後、組合

に対し、団体交渉に応じる旨を回答し、同年８月９日には第７

回団体交渉を開催していることから、大学の対応が誠実交渉義

務違反に該当するものでないことは明らかである。  

３ 争点３について 

(1) 申立人の主張 

組合と大学は、９回の団体交渉を行ってきたが、22年９月21日

に開催された第９回団体交渉において、第 10回団体交渉を同年10

月28日に行うことが確認された。ところが、大学は、同月21日に

なって、同年９月28日にＸ３が裁判所に本件仮処分申立てを行っ

たことを理由として、団体交渉を拒否することを組合に通告した。

これを受け、組合は改めて団体交渉を行うよう申し入れたが、大

学は同年10月26日付けで、Ｘ３に関わる一切の団体交渉に応じな

い姿勢を改めて明らかにした。  

組合が、Ｘ３の懲戒解雇問題等団体交渉事項の解決を訴訟に委

ねたという事実はなく、また、大学は、訴訟に係る事項以外の組

合の要求事項についても団体交渉に応じないとしている。自主交

渉により解決を図ることは労働組合に与えられた権能であり、団

体交渉権は自主交渉を実現するための権利である。  

したがって、大学が一方的に団体交渉を中断することは、明ら

かに組合との団体交渉を否定するものであり、労組法第７条第２

号に該当する不当労働行為である。  

なお、Ｘ３が発がん性を確認した研究資料は、極めて重要であ
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り、Ｘ３の知らないうちに研究室から持ち出されたことは、重大

な問題である。大学は、この研究資料を責任をもって厳重に管理

しなければならないが、その取扱いはずさんであり、組合が大学

に対し、その責任を団体交渉で追及することは当然のことである。 

また、大学は組合から譲歩提案を待ちながら、団体交渉を誠実

に継続したと主張するが、大学からは譲歩提案なるものは一切行

われなかった。 

(2) 被申立人の主張 

大学は９回の団体交渉に誠実に応じてきた。  

しかし、組合は、団体交渉初期には、ハラスメント相談申出に

関する資料の提出を求めるなど、Ｘ３に対する２回にわたる職務

命令の法的性格及び意味を正確に把握することができず、無理な

主張や要求を重ね続けた。第２回団体交渉以降は、Ｘ３の研究に

係る資料をＸ３の許可なく研究室から移動した行為を窃盗である

と主張し、大学等を激しく糾弾する内容へ拡大した。さらに組合

は、Ｘ３が実験により、大学工学部教授   Ｄ  （以下「 Ｄ 教

授」）の製法によるカーボンナノチューブＶＧＣＦ（カーボンナノ

チューブ（筒状炭素分子。以下「ＣＮＴ」という。）の一種である

気相法炭素繊維。なお、「ＶＧＣＦ」は同炭素繊維を用いた製品の

商品名でもあるが、以下一般名称としてのそれをいう。）の発がん

性を世界で初めて確認した旨唐突に主張を始め、大学がこの研究

を妨害しようとしているとの虚偽により糾弾面罵し、大学と  Ｄ 

教授が共謀してＸ３の研究妨害及び研究成果隠蔽を行っていると

の虚構的主張をした。そして、最終的には、この共謀行為は、ハ

ラスメント相談申出から始まる一連のＸ３対策として行われ、懲

戒解雇処分がその仕上げであるというストーリーを展開し虚構的

主張を完成するに至った。 

この虚構的物語について根拠となる事実解明と称して、団体交
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渉は、このための証拠入手の要求、誹謗、非難、恫喝の場と化し

ていった。これによって団体交渉は、本来あるべき相互譲歩によ

る解決方法からは急激に逸脱し始め、組合による一方的糾弾断罪

が行われた。 

このような事態にあっても、大学は忍耐強く、組合の譲歩提案

を待ちながら、団体交渉を誠実に継続したものの、組合の言動は

相互譲歩による解決からますます離れていった。この間、大学で

はハラスメント相談調査及び懲戒処分に関する手続が進行してい

ったため譲歩が困難となっていったが、組合の要求は非現実的と

なっていき、最早妥協の余地を探求することができない状況とな

り、団体交渉の行き詰まりに到達した。 

このような状況が大幅に改善し、組合から現実的な妥協可能な

提案がなされることがなければ、大学は、次回以降の団体交渉に

おいて、団体交渉決裂とするしかない状況に立ち至っていたとこ

ろ、Ｘ３より本件仮処分申立事件が提起された。そこで、大学は、

組合は団体交渉要求事項の解決を訴訟に委ねたものと思料すると

表明通知せざるを得なかったものである。それでもなお、大学は

直ちに団体交渉決裂宣言を行うことを避け、訴訟の結果如何によ

っては、訴訟終了後の団体交渉継続の余地を残すこととした。  

なお、本件仮処分申立事件に係る事項以外の組合の要求事項に

ついては、同事件及び既に係属中のＸ３が大学等に対して提起し

た損害賠償等請求事件の争点に密接に関連するものであって、団

体交渉において解決することは不可能な状態になっている。  

したがって、大学の行為は何ら不当労働行為に該当するもので

はなく、かえって非難されるべきは組合である。  

 

第３ 当委員会が認定した事実  

１ 当事者 
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(1) 被申立人 

大学は、昭和 24 年５月 31 日、国立大学として設立され、16 年

４月１日、国立大学法人法により法人化された。大学は、肩書地

に本部を置き、医学部等８学部、全学教育機構、８大学院研究科

及びカーボン科学研究所等 18 の研究施設を有し、22 年５月１日現

在の常勤職員数は 2,368 名であり、そのうち教員は 1,150 名であ

る。 

医学部には医学科及び保健学科があり、医学科のなかの基礎医

学講座の一つとして統合生理学講座（以下「講座」）が置かれてい

る。 

【事務局調査調書】 

(2) 申立人 

組合は、２年６月３日、主に長野県の中信地方の労働者により

結成されたいわゆる合同労組であり、肩書地に事務所を置き、 14

分会を組織し、23 年１月 18 日現在の組合員数は約 110 名である。

また、組合は上部団体である全国一般労働組合全国協議会に加盟

している。 

なお、大学には、組合とは別に、大学の教職員が組織する労働

組合である教職員組合が存在する。  

【事務局調査調書】 

２ 大学におけるハラスメントの防止等に関する制度 

(1) 「国立大学法人信州大学職員就業規則」（以下「就業規則」）に

より、職員はハラスメントを行ってはならないこと、また、その

防止に努めなければならないことが定められている（第 34 条第１

項）ほか、その他職員のハラスメントの防止等に関し必要な事項

は、別に定めるハラスメント防止規程によると規定されている（同

条第３項）。 

【乙 1】 
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(2) ハラスメント防止規程により、大学内のハラスメントの防止及

び排除を図ることによって、職員及び学生の人権を擁護するとと

もに、就業及び就学にふさわしい環境が確保されることを目的と

して（第１条）、ハラスメント又はハラスメントに起因する問題（以

下「ハラスメント問題」）が生じた場合の対応等が、次のように定

められている。 

職員及び学生は、ハラスメント問題が生じた場合には、迅速か

つ適切な対処を学長に要請する権利を有し（第４条）、その権利行

使（以下「ハラスメント相談」）の方法の一つとして、イコール・

パートナーシップ委員会（以下「ＥＰ委員会」）に対し、調査対策

委員会の設置を申し出る（以下、この申出を「ハラスメント申出」

という。）ことができる（第５条第１項第３号）。 

ハラスメント申出を受けたＥＰ委員会は速やかに調査対策委員

会を設置し（第 16 条第１項）、調査対策委員会は、対象となるハ

ラスメント問題の事実関係を確認し、ハラスメント行為者への指

導及び注意をする（第 17 条第１号及び第３号）ほか、議事が終結

した場合には、遅滞なく学長、ＥＰ委員会委員長及び関係部局長

に報告する（第 18 条第４項）。また、当該ハラスメントの態様等

において、著しく信用を失墜させる行為に該当すると認めた場合

には、当該行為者の懲戒処分の手続の開始を参考意見を付して学

長に具申することができる（第 20 条第１項）。 

学長は、ハラスメントの防止について統括し、ハラスメント問

題が生じた場合には、ＥＰ委員会と連携するとともに、調査対策

委員会の報告を尊重し、必要な措置を適切かつ迅速に講じなけれ

ばならない（第７条第１項）。 

なお、ハラスメント相談に関係した職員及び学生は、当該相談

に係る職員、学生及び学外者のプライバシー、名誉その他の人権

を尊重するとともに、知り得た秘密及び関係者の個人情報を他人



16 

 

に漏らしてはならない（第６条）。 

【乙 3】 

３ 大学における教員の懲戒処分に関する制度  

(1) 就業規則により、懲戒の種類及び内容並びに懲戒の事由が定め

られている（第 43 条及び第 44 条）ほか、職員の懲戒手続に関し

必要な事項は、別に定める「国立大学法人信州大学職員の懲戒手

続に関する規程」（以下「懲戒規程」）によると規定されている（第

45 条第２項）。 

【乙 1】 

(2) 懲戒規程により、職員のうち教員に対する懲戒手続は次のよう

に定められている。  

教員の懲戒事由のうち教育研究に起因する懲戒は、教育研究評

議会に処分審査委員会を設置し事実調査を行い、その結果を元に

教育研究評議会で審査し学長が行う（第４条第１項）。学長は、懲

戒処分の審査を開始するときに、審査の事由を記載した説明書（以

下「審査事由説明書」）を教員に交付しなければならず（第５条）、

また、教員に対し書面又は口頭で陳述する機会を与えなければな

らない（第６条）。懲戒処分は、教員に処分の事由を記載した懲戒

処分書及び処分説明書を交付して行わなければならない（第 14条）。 

なお、処分審査委員会は、教員のハラスメントに関する事実調

査を行う場合は、ハラスメント防止規程に定める調査対策委員会

が行う調査結果を尊重しなければならない（第 10条の２第１項）。

また、教育研究評議会が、教員のハラスメントに関する審査をす

る場合は、調査対策委員会の意見を参考にするものとする（同条

第２項）。 

【乙 6】 

４ Ｘ３が組合に加入するまでの経過  

(1) Ｘ３は、昭和 63 年に大学医学部教授に就任して以来、講座を管
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理運営する任務に就いていた。 

(2) ＥＰ委員会は、講座の教室員である  Ｅ  助教（以下「 

Ｅ 助教」）から、Ｘ３の行為に対する 20 年９月 11 日付けハラス 

メント申出（以下「第１次ハラスメント申出」）を受け、調査対策

委員会（以下「第１次調査対策委員会」）を設置した。  

【甲 37、乙 50】 

(3) 20 年 11 月 28 日、第１次調査対策委員会は、Ｘ３に対し、聞き

取り調査を行った。  

【甲 37、甲 43、乙 50、乙 57】 

(4) 第１次調査対策委員会は、Ｘ３のほかに Ｅ 助教及び関係者

からの聞き取り調査等を行った結果、Ｘ３の行った３項目につい

てハラスメント行為であると認定して、21 年６月 16 日付けで報告

書概要（以下「第１次報告書概要」）をＸ３に交付した。 

このなかで、第１次調査対策委員会は、 Ｅ 助教の申出内容

のおおよそは、Ｘ３自身の否認（無自覚）にかかわらず、深刻な

ハラスメントと認められ、速やかに原状回復・地位保全又はこれ

に相当する措置が図られるべきものであるとし、さらに、本事案

に関わるもの及びこれに付随する案件のなかには、就業規則ない

し服務上、重大な非違行為に該当しかねないものがあり、この点

については別途しかるべき調査が必要であると考えられると報告

した。 

【甲 37、乙 50】 

(5) 21 年６月 17 日、第１次調査対策委員会は、調査結果を同日開

催された教育研究評議会に報告した。これを受けて教育研究評議

会は、処分審査委員会の設置を決定した。  

【甲 38】 

(6) ＥＰ委員会は、講座教室員３名から、Ｘ３の行為に対する 21

年６月 18 日付けハラスメント申出（以下「第２次ハラスメント申
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出」）を受け、調査対策委員会（以下「第２次調査対策委員会」）

を設置した。 

【甲 17】 

(7) 21 年８月６日、 Ａ 医学部長は、Ｘ３に対し、医学部長付教授

とする旨、また、講座の研究室への入室を禁止するとともに、講

座教室員との接触を禁止する旨を口頭で通告した。 

【第１回審問Ｘ１証人(14 頁)、甲 62(2 頁)】 

(8) 21 年８月 26 日、 Ａ 医学部長からＸ３に対し、次のことが記

載された同月６日付け通告書が送付された。  

第１次調査対策委員会は、Ｘ３の行為をハラスメントと認め、

懲戒処分を課すことが相当であると報告し、教育研究評議会にお

いて処分審査委員会の設置が決定された。ところがさらに、第２

次ハラスメント申出がなされ、ＥＰ委員会委員長は、この申出の

内容から講座が非常に深刻な運営不全状態にあると判断し、可及

的速やかにＸ３が職務上の指揮命令権を行使しないように措置す

ること及びハラスメント相談者である講座教室員とＸ３とは別の

場所で勤務させることを学長に勧告した。この勧告等を踏まえて、

学長から医学部長に対して、一時的にＸ３を医学部長付として措

置すること及びＸ３の研究室を現在のものとは別に用意し、教室

員との接触を絶つこととの指示があった。よって、ハラスメント

防止規程及び就業規則に基づき、以下の事項を職務命令（以下「第

１次職務命令」）する。  

ア 本日より、第２次調査対策委員会の調査が終了し報告書が学

長に提出されるまでの間、又は教育研究評議会において処分審

査委員会が設置された場合は、処分審査委員会の事実調査の結

果を基に教育研究評議会が審査を終了するまでの間、Ｘ３を医

学部長付教授とし、①及び②のとおり講座の教室員と接触する

ことを禁ずる。 



19 

 

① 講座の教授室及び同室に入室するまでの通路となっている

部屋以外の入室を禁止する。  

② 入室を禁止した部屋にやむを得ず入室しなければならない

場合は、医学部長の許可を得たうえで、講座教室員以外の第

三者立会いのもとで入室し、退出する。  

イ 研究室は医学部長が指定するところとし、そこへ出勤する。

なお、研究室の場所及びその研究室への出勤開始日はおって指

示する。それまでの間教授室以外の部屋への出入りを禁止する。 

【第１回審問Ｘ１証人(14 頁)、甲 38】 

(9) 21 年９月７日、 Ａ 医学部長はＸ３に対し、同日付け文書によ

り、Ｘ３を医学部長付としたうえは、講座が担当する生理学（統

御系）演習・講義についても、医学部長が指導することとなるの

で、この演習・講義を講座の３名の教室員に担当させる旨通知（以

下「演習・講義中止通知」）した。 

【甲 39】 

(10) 21 年９月８日、第２次調査対策委員会は、Ｘ３に対し聞き取

り調査を行った。 

【甲 17、甲 44、乙 51、乙 58】 

５ Ｘ３の組合加入から第１回団体交渉までの経過  

(1) 21 年９月 19 日、Ｘ３は組合に加入した。 

【甲 1、乙 21】 

(2) 21 年９月 24 日、Ｘ３は、第１次調査対策委員会の判定及び第

１次職務命令等について、「国立大学法人信州大学職員苦情処理規

程」に基づく苦情の申出を行った。  

【甲 4、乙 52、乙 66(5 頁)】 

(3) 21 年 10 月１日、Ｙ２理事は、大学の副学長及び総務・人事労

務担当理事に就任するとともに、苦情処理委員会委員長の職に就

いた。 
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【乙 66(1～2 頁)】 

(4) 21 年 10 月６日、組合は同日付け申入書により、大学に対し、

Ｘ３が組合に加入したことを通知するとともに、団体交渉の開催

を申し入れた。 

このなかで組合は、Ｘ３は、同人が講座の教室員らに対してハ

ラスメントを行ったとの一方的な主張により、教授室以外への入

室を禁止され、研究活動及び演習・講義から排除されることによ

り、業務に重大な不利益を被っている、また、大学のハラスメン

トの調査などには重大な瑕疵があると主張した。 

なお、組合が求めた団体交渉事項は、一連のＸ３に対する大学

の措置を一旦白紙撤回すること、並びに第１次報告書概要及び 21

年８月６日付け通告書（前記４(8)）記載の事実関係について、大

学のＸ３に対する措置に至った一連の調査内容及び関係文書を明

らかにすることの２点であった。 

【甲 1、乙 21】 

(5) 21 年 11 月 25 日、組合執行委員長 Ｘ１ （以下「Ｘ１委員長」）

が大学に電話をしたところ、  Ｙ４ 人事課長が応対し、苦情処理

手続を行っているので、団体交渉には応じられないと述べた。  

【第１回審問Ｘ１証人(16 頁)】 

(6) 21 年 12 月 16 日、大学の苦情処理委員会は、Ｘ３に対する事情

聴取を行った。 

【乙 52】 

(7) 22 年１月９日、組合は、同日付け申入書を大学に送付し、 21

年 10 月６日に団体交渉を申し入れて以来、大学が正当な理由なく

団体交渉を拒否していることは不当労働行為である旨主張し、ま

た、Ｘ３に対する措置を直ちに撤回し、Ｘ３の研究活動を保障し、

原職に復帰させることを要求したうえ、同月 19 日に団体交渉を開

催するよう申し入れた。 
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これに対して大学は、同月 13 日付け回答書により、Ｘ３から申

出のあった苦情処理の手続を履践中であり、団体交渉を同時に並

行して行うことは、苦情処理手続の適正な履践を困難とするとの

理由で、団体交渉に応じないと組合に通知した。 

【甲 2、甲 3、乙 22、乙 23】 

(8) Ｘ３の代理人弁護士 Ｘ２ （以下「Ｘ２弁護士」）は、Ｙ１学

長及び Ａ 医学部長に対して、22 年１月 13 日付け通知書を送付し、

21 年８月６日以来Ｘ３は研究室の使用が禁止され、研究の実施が

不可能となる異常な状態に置かれていること、また、同年９月７

日には演習及び講義を行うことが禁止されたことなどを訴え、こ

れらの禁止措置を直ちに撤回すること、また、これらの禁止措置

がいかなる権限でなされたものか明らかにすることを求めた。  

【甲 40 の 1】 

(9) 22 年１月 15 日、Ｘ３は、苦情処理委員会の公正さが期待でき

ないこと、代理人弁護士がＸ３に対する一連の措置の撤回要求に

ついて、大学に通知（上記(8)）していること、また、組合の団体

交渉申入れに対し、大学が苦情申出への対応を理由に応じていな

いことなどを理由として、苦情申出を取り下げた。 

【甲 4】 

６ 第１回団体交渉 

(1) Ｘ３が苦情申出を取り下げたことを受けて、大学は組合との団

体交渉に応じ、22 年１月 28 日午後１時 30 分から３時 30 分まで第

１回団体交渉が開催された。組合の出席者は、Ｘ１委員長、Ｘ２

弁護士、Ｘ３ほかの４名であり、大学の出席者は、Ｙ２理事、Ｙ

３総務部長、 Ｙ４ 人事課長ほかの５名であった。 

【事務局調査調書】  

(2) この団体交渉においては、以下のやり取りなどがあった。 

ア 冒頭、Ｙ２理事が交渉方法について協議するよう求めたが、
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Ｘ１委員長はこれに応じないで、Ｙ１学長及び Ａ 医学部長の

出席を要求した。Ｙ２理事は、自らが団体交渉における権限を

委任されている旨、また、出席者について要望があれば後に検

討する旨を述べたが、Ｘ１委員長は、Ｘ３に対する不利益な取

扱いを決定したＹ１学長及び Ａ 医学部長と直接交渉し事実を

解明したいとして、同人らの出席を重ねて要求した。さらにＸ

１委員長が、この団体交渉事項はＸ３に係る個別の案件である

から、関係者がいないと解明できないと主張すると、Ｙ２理事

は、団体交渉に当たるのは現在の体制で十分だと思う旨答えた

が、組合の要求を学長らに伝えることを承諾した。  

イ Ｘ１委員長は、大学が行ったＸ３に対する一連の措置につい

て、関係文書を提出するなどして明らかにしたうえで、何がハ

ラスメントの問題で、どういう事実認定がされたのかを示して

ほしい旨を既に文書により申し入れていると述べ、ハラスメン

ト申出書並びに調査対策委員会の手続における証拠書類、聞き

取り記録及び議事録等を開示するよう求めた。  

さらに、Ｘ２弁護士は、人に不利益な措置を課すときには、

何が問題かを全て示すことが、近代社会における絶対的なルー

ルであると主張し、ハラスメントとして問題とされた行為を明

らかにすることなどを要求した。これに対し、Ｙ２理事が、大

学という組織は、刑事訴訟や民事訴訟の世界とは異なるので、

大学で諸規程を定めて、それに基づいて行っている旨説明し、

調査対策委員会が行ったＸ３に対する事情聴取において、  Ｂ 

委員長は何が問題で何を聴取するのかを伝えているのではない

かと述べると、Ｘ２弁護士は、具体的には判明していないので、

防禦できないと反論した。 

ウ Ｘ３が、ハラスメント申出書を開示するように要求したが、

大学から回答がない旨述べると、Ｙ２理事は、ＥＰ委員会の規
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程により、ハラスメント被害者のプライバシーへの配慮や後に

被害者に対し嫌がらせ行為が行われる可能性など全体状況を  

Ｂ 委員長が判断して処理していると説明した。  

エ Ｘ２弁護士は、懲戒規程によると、懲戒処分の審査を開始す

るときには、職員に審査事由説明書を交付しなければならない

と規定されているが、Ｘ３には審査事由説明書が交付されてい

ないと主張した。これに対しＹ２理事及びＹ３総務部長は、懲

戒規程の根拠条項を摘示しながら、教員の懲戒処分の審査を行

うのは教育研究評議会であり、非違行為の有無及び程度を調査

するために、評議員のうちから委員が選出され処分審査委員会

が設置されること、また、処分審査委員会からの報告に基づい

て教育研究評議会で審査を行う際に、審査事由説明書が対象教

員に交付されることを説明した。  

オ Ｘ２弁護士が、第２次調査対策委員会のＸ３に対する事情聴

取のなかで取り上げられた盗聴の件についてのやり取りを質

そうとしたところ、Ｙ２理事は事情聴取の反訳文を含めて一切

見ていない旨述べた。そのうえで、Ｙ２理事は、第２次ハラス

メント申出については、調査対策委員会において結論が得られ

ていないので、事情聴取記録を閲覧することは許されていない

旨答えた。 

カ Ｘ１委員長が、 Ｅ 助教は講座の教室員を辞めているため、

Ｘ３と接触する可能性がないにもかかわらず、Ｘ３に対し研究

室の使用を禁止し続ける理由を尋ねると、Ｙ２理事は、ＥＰ委

員会委員長が第１次ハラスメント申出事件の状況を踏まえて、

第２次ハラスメント申出者とＸ３を引き離す必要があると判

断したものである旨説明した。  

キ Ｘ１委員長が、Ｘ３の研究活動はいかに保障されるのか尋ね

ると、Ｙ２理事は、第三者の立会いを申し出れば研究室を利用
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できることになっていると答えた。 

ク 交渉を終えるにあたり、次回期日の日程調整が行われ、 22 年

２月 10 日に開催することが決定された。 

【甲 36 の 1、乙 42 の 1】 

７ 第２回団体交渉までの経過  

(1) Ｙ１学長及びＹ２理事は連名で、Ｘ２弁護士に対して、前記５

(8)記載の通知書について、22 年１月 29 日付け回答書を送付し、

要求のあった２点については、組合との団体交渉事項と重複して

いるので、今後の団体交渉のなかで対応すると答えた。  

【甲 40 の 2】 

(2) 組合は、22 年２月３日付け申入書を大学に送付し、団体交渉へ

の大学側出席者について、Ｘ３に関する直接の関係者であるＹ１

学長、 Ａ 医学部長及び Ｂ 委員長の出席を申し入れたほか次の

要求事項について、第２回団体交渉において文書で回答すること

を求めた。 

ア 第１次ハラスメント申出事件について 

① 申出書及び聞き取り記録等を交付すること。  

② 調査対策委員会の調査に関する全資料の写しを交付するこ

と。 

③ 調査対策委員会委員の選任基準を明らかにすること。  

④ 調査対策委員会が事情聴取した４名の氏名、選任過程及び

選任根拠を明らかにすること。  

⑤ ハラスメントとして何が問題であり、どのように解消しよ

うとしたのかなどを明らかにすること。  

イ 第２次ハラスメント申出事件について、申出内容、申出書及

び証拠書類を明らかにすること。  

ウ 第１次職務命令及び演習・講義中止通知について 

① これらの措置の決定権限及び根拠を明らかにすること。  
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② ハラスメント防止のため必要な措置の内容等を具体的に明

らかにすること。 

③ これらの措置を撤回し、Ｘ３が研究活動を自由に行えるよ

うにすること。 

④ 医学部長付への異動命令を撤回すること。  

⑤ Ｘ３が使用を禁止されている間の研究室の使用及び運営状

況の詳細を明らかにすること。  

エ 「懲戒処分委員会」の設置根拠を明らかにすること。  

【甲 8、乙 24】 

(3) Ｘ２弁護士は、22 年２月３日付け通知書を Ｂ 委員長に対し送

付し、20 年 11 月 28 日に行われた調査対策委員会のＸ３に対する

事情聴取は、ハラスメントとして問題となっている行為を具体的

に明示することなく行われたものであり不当であること、また、

21 年９月８日に行われた調査対策委員会の事情聴取においても、

ハラスメント申出書が開示されないので内容が不明であったこと

などを主張し、Ｘ３は有効な認否、反論及び弁明をなすことがで

きないので、ハラスメント申出書を開示すること、開示できない

のであれば、問題とする行為を具体的に特定し記載した文書を交

付すること、調査対策委員会の全ての委員を辞めさせ、公正にし

て的確な判断能力を備えている者を委員とすることを要求した。  

【甲 40 の 3】 

(4) Ｘ２弁護士は、Ｙ１学長及び Ａ 医学部長各々に対して、22 年

２月４日付け通知書を送付し、上記(3)の通知書を Ｂ 委員長に送

付したことを通知した。そして双方に誠意ある回答を求めるとと

もに、Ｘ３に対する措置の撤回を求めた。 

【甲 40 の 5 及び 6】 

８ 第２回団体交渉 

(1) 22 年２月 10 日午後１時 30 分から３時 30 分まで第２回団体交
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渉が開催された。組合の出席者は、Ｘ１委員長、Ｘ２弁護士、Ｘ

３ほかの４名であり、大学の出席者は、Ｙ２理事、Ｙ３総務部長、 

Ｙ４ 人事課長ほかの５名であった。 

【事務局調査調書】 

(2) この団体交渉においては、以下のやり取りなどがあった。 

ア 冒頭、Ｙ２理事は、Ｙ１学長及び Ａ 医学部長の団体交渉へ

の出席について、Ｙ１学長から同人の出席は現時点では必要が

ないので、Ｙ２理事が対応するように指示を受けた旨、また、 

Ａ 医学部長の出席は制度上必要がない旨答えた。Ｘ２弁護士

が抗議すると、Ｙ２理事は、組合の求めに全て応じなければな

らないということではない旨答えた。なおもＸ１委員長が学長

らの出席を不要とする理由を質すと、Ｙ２理事は、全て自分に

責任があり、それで十分である旨述べた。 

イ Ｘ２弁護士は、Ｘ３が研究において作製した標本（以下「研

究資料」）が研究室から持ち出されたことを取り上げた。これに

対してＹ２理事が、この問題は団体交渉申入書に記載されてい

ないと指摘すると、Ｘ１委員長は、非常に重要であるとして事

実関係を明らかにするよう求めた。Ｙ２理事が、重ねて申入れ

事項ではないことを指摘し、ルールにのっとって進めてほしい

旨求めると、Ｘ１委員長は、組合の申入書（前記７(2)）で「Ｘ

３が研究活動を自由に行えるようにすること」と要求している

ことを指摘し、Ｘ３が研究室への入室を禁止されていることと

密接に関連した事項であると主張した。  

その後、Ｘ２弁護士は、Ｘ３の研究成果を同人の許可なく研

究室から持ち出すことは理不尽であり、学問の自由を侵害する

ものであるなどと主張を続けた。 

Ｘ１委員長は、Ｙ２理事からは回答が得られないとして、改

めて Ａ 医学部長の団体交渉への出席を要求したが、Ｙ２理事
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は、研究資料が持ち出された事情や権限などを調査して、次回

団体交渉で回答すると応じた。  

ウ Ｘ１委員長が、ハラスメント関係資料の提出を求めているこ

とに話を向けると、Ｙ２理事は、ハラスメント関係の資料は、

ハラスメント防止規程にあるとおり、関係者の人権を守るため

公表できないものが大部分であると答えた。Ｘ２弁護士は、資

料を開示できないとしても、不利益を課す可能性がある手続の

調査においては、いかなる行為を問題としているかが明示され

なければならないと主張した。Ｙ２理事は、刑事手続とは異な

り、ハラスメント防止規程により、全教職員及び学生の人権を

保障する制度が定められ、それにより行われている旨説明した

が、Ｘ１委員長は、今は規程のことをいっているのではないと

抗議した。 

Ｘ１委員長が、資料を提出できないというのなら、他の方法

により内容を示すよう求めると、Ｙ２理事は、調査対策委員会

の報告書概要により必要なことは承知しているはずであると答

えた。 

Ｘ１委員長が、資料は提出できなくても、ハラスメントとさ

れた行為について、個々に説明する義務が大学にはあるはずで

あると主張すると、Ｙ２理事は、ハラスメントについて団体交

渉で扱われることになったのは初めてであるから、検討すると

答えた。これに対し、Ｘ１委員長が回答できないとしたら説明

責任の放棄であると追及すると、Ｙ２理事は、細部の事柄に入

り込んでいくと人権に関わってくることがある旨説明した。  

エ Ｘ２弁護士が、調査対策委員会におけるＸ３に対する事情聴

取では、何がハラスメントとして問題とされているのか分から

なかったから、それを明示してＸ３に弁明の機会を与えるよう

に要求しているのであると主張すると、Ｙ２理事は、調査対策
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委員会は調査中であり、同委員会は独立した組織である旨述べ、

さらに、調査対策委員会で調査中のものについては、団体交渉

では処理できないと説明した。 

オ 交渉を終えるにあたり、Ｘ２弁護士は、Ｙ１学長と Ａ 医学

部長の次回交渉への出席を求め、Ｙ２理事は、伺っておく旨述

べた。次いで、次回期日の日程調整が行われ、22 年３月２日に

開催することが決定された。  

【甲 36 の 2、乙 42 の 2】 

９ 第３回団体交渉までの経過  

(1) Ｙ１学長及びＹ２理事は連名で、Ｘ２弁護士に対して、前記７

(3)の通知書について、22 年２月 18 日付け回答書を送付し、ハラ

スメント申出書を開示することなど３点の要求については、現在

調査対策委員会で調査中なので、その調査手続のなかで対応すべ

き事項であって、現時点では回答できない旨、また、 Ａ 医学部

長及び Ｂ 委員長は、回答する立場にない旨答えた。 

【甲 10】 

(2) 組合は、Ｙ１学長及び Ａ 医学部長に対して、前記７(2)の申入

書について、22 年２月 24 日付け申入書を送付し、第２回団体交渉

において文書回答を求めたが、いまだ回答がないので、第３回団

体交渉にあたり、同年３月１日までに回答するよう申し入れた。  

【甲 23、乙 25】 

(3) 大学は、組合に対して、前記７(2)及び上記(2)記載の申入書に

ついて、22 年２月 26 日付け回答書を送付し、申入れに対しては団

体交渉のなかで対応する所存である旨答え、また、第２回団体交

渉において要求のあった物品及び研究成果有体物に関する大学の

見解を別紙として添付し、物品等の所有権及び管理権並びにその

使用方法等について、根拠規程を摘示して見解を説明した。 

また、大学は、Ｘ２弁護士に対し、同日付け文書を送付し、上
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記のとおり組合に回答したことを通知した。  

【甲 40 の 11-1 及び 11-2、乙 26】 

10 第３回団体交渉 

(1) 22 年３月２日午後１時 30 分から３時 30 分まで第３回団体交渉

が開催された。組合の出席者は、Ｘ１委員長、Ｘ２弁護士、Ｘ３

ほかの４名であり、大学の出席者は、Ｙ２理事、Ｙ３総務部長、 

Ｙ４ 人事課長ほかの５名であった。 

【事務局調査調書】 

(2) この団体交渉においては、以下のやり取りなどがあった。 

ア Ｘ１委員長が、Ｘ３に対する医学部長付教授発令の撤回可能

性を尋ねると、Ｙ２理事は、撤回する予定はないと答えた。  

イ Ｘ２弁護士は、研究資料が研究室から持ち出されたことの不

当性、重大性を述べ、誰が資料を搬出したのか質したが、Ｙ２

理事は、正確に答える状況にはないので、次回回答すると応じ

た。 

さらに、Ｘ２弁護士は、 Ａ 医学部長と講座の教室員である 

Ｆ  助教（以下「 Ｆ 助教」）がＸ３の承諾を得ないまま研

究資料を搬出したのか、また、それを他人に見せたのか調査す

るよう求めたところ、Ｙ２理事は、慎重に検討して、答えるべ

きものは答えると述べた。  

ウ Ｘ３が、大学は同人の研究を阻止していて、研究室にも入れ

ないと主張すると、Ｙ２理事は、第三者の立会いのもとに入れ

ることになっていると答えた。Ｘ２弁護士が、22 年２月２日ま

で立会いのもとでの入室が許可されなかったと主張すると、Ｙ

２理事は、そのような事実はないと反論した。  

さらに、Ｘ１委員長が、Ｘ３の研究の保障について尋ねると、

Ｙ２理事は、大学内のルールに従って、医学部長と協議をして、

第三者の立会いのもとに行うのであり、そのような約束になっ
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ていると答えた。 

エ Ｘ２弁護士は、いかなる行為がハラスメントとして取り上げ

られているのか、 Ｂ 委員長及びＹ１学長に対し質問したとこ

ろ（前記７(3)）、Ｙ２理事から両名は答える立場にないという

返答があった（前記９(1)）と述べた。そして、Ｘ２弁護士は、

Ｙ２理事が回答することは不当だと非難し、 Ｂ 委員長が回答

すべきだと主張した。 

Ｘ１委員長が、 Ｂ 委員長及び Ａ 医学部長が答える立場に

ないという理由は権限がないということかと尋ねると、Ｙ２理

事は、調査対策委員会の委員長は部外者と接触してはならない

ことになっていて、そういう意味で独立性がある旨、また、団

体交渉の責任者はＹ２理事であるから、 Ａ 医学部長はそれに

従っている旨答えた。 

Ｘ２弁護士は、 Ｂ 委員長が回答すべきだと主張したが、Ｙ

２理事は、調査対策委員会がそのような性格の組織ではないこ

とは再三説明している旨答えた。さらに、Ｘ２弁護士が、回答

する立場にないと Ｂ 委員長が言ったのか質すと、Ｙ２理事は、

関係規程により、調査対策委員会の委員長は一般的に回答する

ような立場にない旨答えた。 

Ｘ２弁護士が、何が問題とされているのか答えないというこ

とかと追及すると、Ｙ２理事は、Ｘ３に事情聴取した際に、冒

頭で Ｂ 委員長が、何が問題とされているのか述べているはず

である旨述べるとともに、事情聴取の際Ｘ３に事情聴取の目的

を伝えたことまでは、確認済みである旨答えた。 

オ Ｘ２弁護士は、ハラスメントとして何が問題とされているの

か示されていないのであるから、調査対策委員会の調査は厳正

に行われているとはいえない旨主張した。これに対しＹ２理事

は、 Ｂ 委員長はハラスメント申出事項のうちハラスメントに
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当たると思しき事項を選択し、Ｘ３に対する事情聴取の際にそ

れを告げている旨答えたが、Ｘ２弁護士は、そのようなことは

行われていないと反論し、事情聴取の状況を録音して作成され

た反訳を読もうと提案した。 

カ Ｘ２弁護士は、Ｘ３に対する調査対策委員会の事情聴取の反

訳中盗聴行為に係る部分を読み上げ、そこでは何が対象かを具

体的に示したうえで、それに対する弁明を聴くという手続が行

われていないと主張した。また、このような事情聴取でさえ 21

年９月になって初めて行われたのであり、同年８月６日にはＸ

３に対して極めて重大な処分が行われたと非難した。これに対

し、Ｙ２理事は、第１次職務命令までの経緯を詳細に説明した。 

キ Ｘ１委員長は、Ｙ２理事の従前の説明と異なり、Ｘ３には研

究室が与えられていないと指摘した。Ｙ２理事は、従来の研究

室に代わる場所がないため、次善の策として教室を使用しても

らうことにした旨答えた。  

ク Ｘ２弁護士のＸ３の研究が妨げられているとの主張に対し、

Ｙ２理事が反論している際に、Ｘ２弁護士が「もうね、これだ

け言葉を得られれば。」と発言したことを受けて、Ｙ２理事は、

裁判用の言質をとるための団体交渉であるなら、団体交渉を行

う意味がない旨述べた。  

ケ Ｘ１委員長が、調査対策委員会での審査状況を尋ねると、Ｙ

２理事は、そろそろ最終段階だと思うと答えた。これに対しＸ

２弁護士は、本人に嫌疑を示さずに最終段階とはあり得ない、

もう駄目だから場所を裁判に移すなどと述べた。  

コ Ｘ１委員長が、調査対策委員会の事情聴取は１回だけか、ま

た、判断は委員の心証によるのか尋ねると、Ｙ２理事は、一般

的には１回であり、刑事裁判より広い裁量的な心証で判断され

る旨答えた。Ｘ１委員長は、ハラスメント申出人側の事情聴取
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は２回だが、Ｘ３の事情聴取は１回であり公平ではないと主張

したが、Ｙ２理事は、回数の問題ではないと答えた。  

サ 交渉を終えるにあたり、次回期日の日程調整が行われ、 22 年

３月 16 日に開催することが決定された。 

【甲 36 の 3、乙 42 の 3】 

11 第４回団体交渉までの経過  

(1) Ｘ２弁護士は、 Ｂ 委員長に対して、22 年３月３日付け通知書

を送付した。このなかでＸ２弁護士は、同年２月３日付け通知書

（前記７(3)）による要求について、Ｙ１学長及びＹ２理事の連名

で、 Ｂ 委員長は回答する立場にないと記載された回答書が送付

されたこと、また、第３回団体交渉において、Ｙ２理事が、第２

次ハラスメント申出については、近々調査対策委員会で結論が下

されるはずである旨発言したことに関し、次のとおり質問し、回

答を求めた。 

ア  Ｂ 委員長は回答する立場にないので回答しないとＹ２理事

に伝えたのか。 

イ 調査対策委員会は近々結論を下そうとしているのか。  

また、この通知のなかで、Ｘ２弁護士は、第２次ハラスメント

申出書を開示すること、また、開示できないのであれば、Ｘ３の

いかなる行為を問題とするのか特定し、それを記載した文書をＸ

３に交付して、十分な弁明の機会を設けることを要求した。 

なお、この通知には、回答若しくは回答がないことは、裁判で

争わなければならなくなった場合においては、重要な証拠として

提出されることになる旨が付記されていた。  

【甲 40 の 12】 

(2) Ｘ２弁護士は、 Ａ 医学部長に対して、22 年３月４日付け通知

書を送付し、同年２月２日、  Ｈ  副学部長の立会いのもとに、

講座の第３研究室に立ち入ったところ、Ｘ３の研究資料が全て見
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当たらなかったこと、そして、同月 15 日に再度同研究室に立ち入

った際には、机上に研究資料が置かれていたことについて、次の

質問を行った。 

① 研究資料の搬出は Ａ 医学部長が行ったのか。  

② そうでないとすれば、誰が搬出したのか承知しているか。  

③ 搬出は、いつ、いかなる目的でなされたのか。  

④ 搬出後、研究資料を利用した者は誰か。  

⑤ 搬出することについて、Ｘ３の了解を得ようとしなかった理

由。 

【甲 40 の 13】 

(3) Ｙ２理事は、Ｘ２弁護士に対して、22 年３月 12 日付け回答書

を送付し、上記(1)の通知書による質問アについては、そのとおり

と、また、質問イについては、調査対策委員会は調査を継続中で

あると答えた。さらに、第２次ハラスメント申出書を開示するこ

となどの要求については、22 年２月 18 日付け回答書（前記９(1)）

で回答したとおりと答えた。 

さらに、上記(2)の通知書による質問については、次のように答

えた。 

①  Ａ 医学部長が行ったものではない。 

②  Ｆ 助教である。 

③ 21 年９月から同年 12 月までの間に研究のために移動した。  

④  Ｆ 助教一人である。 

⑤ 従来と同様の方法をとり、Ｘ３から了解を得なかった。  

なお、いずれの回答についても、補足を必要とする場合には、

次回団体交渉において説明を求めるよう記載されていた。 

【甲 40 の 14】 

12 第４回団体交渉 

(1) 22 年３月 16 日午後１時 30 分から３時 30 分まで第４回団体交
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渉が開催された。組合の出席者は、Ｘ１委員長、Ｘ２弁護士、Ｘ

３ほかの４名であり、大学の出席者は、Ｙ２理事、Ｙ３総務部長、 

Ｙ４ 人事課長ほかの５名であった。 

【事務局調査調書】 

(2) この団体交渉においては、以下のやり取りなどがあった。 

ア 冒頭、Ｘ２弁護士が、Ｘ３に対する大学の措置や研究資料の

研究室外への持ち出しなどについて、所見を述べた。 

イ Ｘ１委員長が、「医学部長付」の意味などを尋ねると、Ｙ２理

事は、特異な例であるが過去にも類似例があると述べ、懲戒処

分された教授の例について説明した。 

ウ Ｘ２弁護士が、22 年３月 12 日付けの文書（前記 11(3)）では

Ｘ３の研究資料が持ち出された時期が特定されていないことに

ついて質すと、Ｙ２理事は、 Ｆ 助教が記憶から時期を特定で

きない旨を答えた。さらにＸ２弁護士が、研究資料をどこに持

ち出したのか Ｆ 助教に聞いたか尋ねたところ、Ｙ２理事は、

伝えたくないと答えた。  

エ Ｘ２弁護士が、Ｙ２理事は Ｂ 委員長に対する質問に答える

立場にはないと主張すると、Ｙ２理事は、 Ｂ 委員長に連絡し

て返答を受け回答したものである旨説明した。 

また、Ｘ２弁護士が、調査対策委員会は何を調査しているの

か尋ねたが、Ｙ２理事は、内容については関与できないと答え

た。 

さらに、Ｘ２弁護士は、この問題はＸ３と調査対策委員会と

の問題であり、Ｙ２理事が答える問題ではないと主張したが、

Ｙ２理事は、質問を仲介して答えているつもりであると述べた。 

オ Ｘ１委員長が、Ｘ３が代理人を伴い調査対策委員会で意見を

述べることは可能か尋ねると、Ｙ２理事は、調査対策委員会の

判断によるだろうと答えた。また、Ｘ２弁護士が、調査対策委
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員会で既に行われた事情聴取は雑談であり具体的なことは聴取

されていないと主張すると、Ｙ２理事は、調査対策委員会は裁

量的な判断の権限を持っていると答えた。 

カ Ｘ１委員長が、第１次調査対策委員会と第２次調査対策委員

会の委員に変更があるか尋ねたところ、Ｙ２理事は、同一であ

ると答えた。Ｘ１委員長が、 Ａ 医学部長はＸ３の上司にあた

る利害関係人であるから、調査対策委員会の委員であることは

公平性を害すると主張すると、Ｙ２理事は、利害関係者を除外

するという規定はなく、最終的には学長が判断するものである

と答えた。 

キ Ｘ１委員長の質問に、Ｙ２理事は、教育研究評議会は第１次

ハラスメント申出に係る報告を受けた後、処分審査委員会を設

置した旨、また、処分審査委員会の委員長は  Ｂ  人文学部

長である旨答えた。また、Ｙ２理事が、Ｘ３の件は処分審査委

員会に係属している旨答えると、Ｘ２弁護士は、そのことをＸ

３に伝達したか尋ねた。Ｙ３総務部長が、医学部長からの通知

に記載があると答えると、Ｘ２弁護士は、処分審査委員会の委

員長から通知されなければならないと抗議した。  

Ｘ２弁護士が、処分審査委員会の手続は既に進んでいるのか

尋ねると、Ｙ３総務部長は、事実調査をしている段階である旨

答えた。 

Ｘ２弁護士は、懲戒手続に関する規程を引用し、審査を開始

するときには、審査事由説明書を対象職員に交付しなければな

らないとされ、この交付から審査は始まると主張した。Ｙ３総

務部長は、手続はそこまで進んでいない旨述べ、Ｙ２理事は、

処分審査委員会を設置したということだと説明した。  

なおやり取りがあった後、Ｘ２弁護士は、「これは裁判になっ

ていくでしょう」、「明らかになってきたね、実態が。どれほど
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ずさんか」、「やめてください。やめて。もうこちらもやめ。も

う全部ね、証拠を作っているんですから」、「もうこんなおしゃ

べりの余地はない」などと発言した。  

ク Ｘ１委員長が、第１次報告書概要では足りず元となる報告書

が必要である旨主張すると、Ｙ２理事は、報告書を交付すると

いう手続になっていないので、手続に問題があると考えるなら

裁判で争ってもらうしかない旨答えた。  

ケ Ｘ２弁護士は、何が問題とされているのか具体的に示して反

論の機会を与えるように、  Ｂ 委員長に伝えることを求めた。

これに対し、Ｙ２理事が、前回団体交渉においても要求があり

伝えたから、 Ｂ 委員長の判断によると答えると、Ｘ２弁護士

は、その判断は直接Ｘ３に伝えられなければならず、調査対策

委員会ないし Ｂ 委員長とＸ３との間のやり取りなのに、Ｙ２

理事が答えていることがおかしいと主張した。Ｙ２理事は、学

内の規程によれば、Ｘ２弁護士の主張のようにはならないこと

を再三説明していると述べた。これに対しＸ２弁護士が、学内

の規程には、労務担当理事が答えるというような規定はないと

主張すると、Ｙ２理事は、大学では労務担当理事が答えること

はあり得る旨述べた。 

コ Ｘ１委員長が、Ｙ２理事は Ａ 医学部長や Ｂ 委員長の立場

で答えられるのか尋ねると、Ｙ２理事は、代理人としてこの場

にいるわけではないと答えた。Ｘ１委員長が重ねて Ａ 医学部

長に代わって説明ができるか尋ねると、Ｙ２理事は、自らが説

明すると答えた。Ｘ２弁護士は、Ｙ２理事は調査対策委員会の

代理をできるわけではないから、Ｙ２理事が調査対策委員会の

ことについて答えるのはおかしいと主張した。  

サ Ｘ１委員長が、研究の自由の保障について取り上げ、Ｙ２理

事が十分に保障しているつもりである旨答えると、Ｘ２弁護士
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は、 Ｆ 助教が研究資料を持ち出した件に話を向けた。Ｘ２弁

護士が、 Ｆ 助教は医学部長の了解を得て持ち出したのか、ま

た、どこへ持ち出したのかを尋ねたが、Ｙ２理事は、文書で質

問を受ければ文書で回答すると答えた。  

シ Ｘ２弁護士及びＸ３は、Ｘ３の教授室の水道水から鉛や亜鉛

が検出されたとして資料を提出し、Ｘ３が７か月間にわたって

その水を飲まされてきたことは、労務担当であるＹ２理事やＹ

３総務部長の責任だと主張し、持参した当該水道水をＹ２理事

に飲むように執拗に迫った。  

ス Ｘ１委員長は、資料は提出されず、 Ａ 医学部長と Ｂ 委員

長から話を聞けず、Ｙ２理事は調査対策委員会の状況について

十分に分かっていないと抗議した。  

Ｘ２弁護士が、何が問題であるか本人に告げないで重大な不

利益処分をすることは極めて不公正である旨述べると、Ｙ２理

事は、Ｘ３に対する事情聴取の際に説明していると聞いている

と答えた。Ｘ２弁護士とＸ３は、次回団体交渉では、事情聴取

の録音を、その反訳を読み確認するよう迫った。また、Ｘ２弁

護士は、きちんとしないと本当に裁判に発展していって大変な

問題になっていくということを、 Ｂ 委員長に対して伝えるよ

う求めた。 

セ 交渉を終えるにあたり、次回期日の日程調整が行われ、 22 年

４月 12 日に開催することが決定された。 

【甲 36 の 4、乙 42 の 4】 

13 第５回団体交渉までの経過  

(1) Ｘ３は、 Ｄ 教授に対して、22 年３月 31 日付け質問状を送付

した。そのなかで、Ｘ３は、 Ｄ 教授が開発したＣＮＴ－ＶＧＣ

Ｆを腹腔内に投与したマウスに、20 年６月ごろより中皮腫の発生

が観察され、そのことを  Ｄ 教授に報告したこと、同年８月６日
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以降研究室への入室が禁止されるなどして、研究の継続と論文発

表が不可能となっていること、 Ｄ 教授の指導のもと  Ｓ 社が

大分市において新プラントを建設しＣＮＴ－ＶＧＣＦの量産が開

始されることを知り、発がん性の事実を一刻も早く人びとに知ら

せる重大な責任があると考えたことなどを述べたうえで、 Ｓ 

社に対してＣＮＴ－ＶＧＣＦに発がん性があることを知らせたか

などの質問を列挙し回答を求めた。 

【甲 40 の 15】 

(2) Ｘ２弁護士及び組合は連名で、Ｙ１学長、 Ａ 医学部長及びＹ

２理事に対して、22 年４月５日付け要求書を送付し、Ｘ３に対し

て行われた研究室への入室禁止や研究資料の無断搬出は、Ｘ３が

ＣＮＴ－ＶＧＣＦの発がん性について論文発表することを阻止す

るためのものであったと断ぜざるを得ないので、Ｘ３に対してな

された禁止措置等の真の意図を明らかにするためであるとして、

次のことを要求した。 

① 団体交渉において、Ｙ２理事は誠意ある回答をしないので、 

Ｇ  前学長（以下「  Ｇ 前学長」）、 Ａ 医学部長、Ｙ１

学長及び Ｄ 教授の団体交渉への出席を求める。  

② 研究室から搬出され、一部が戻されたＸ３の研究資料の状況

を、次回団体交渉後、Ｙ２理事、 Ａ  医学部長及び Ｆ 助教立

会いのもとで確認する。  

また、別途送付する  Ｄ 教授に対する 22 年３月 31 日付け質問

状（上記(1)）を熟読、確認することを求め、質問状に記載されて

いることは、「Ｘ３事件」の本質とその背景が何であるかを明らか

にしていくうえで極めて重要な意味を持つものである旨主張した。 

【甲 25】 

(3) Ｘ２弁護士及び組合は連名で、Ｙ１学長に対して、22 年４月７

日付け通知書を送付し、上記(2)の要求書に付記するとして、次の
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主張等をした。 

第１次職務命令等の措置は、暴挙であり、その意図及び目的は

徹底的に糾明されなければならない。団体交渉におけるＹ２理事

の対応は、不誠実極まりないものであった。Ｙ２理事は、Ｘ３に

対し、当初から悪意と偏見を抱いている。Ｘ３が申し立てた苦情

処理の手続におけるＹ２理事の発言は、Ｘ３を大学から排除しよ

うとするものである。第４回団体交渉において、Ｙ２理事は、組

合に対し裁判でもやったらどうかという挑発的な言辞を弄した。

このような言動をみると、団体交渉において大学の代表を務める

ことは不適任であるから、第５回団体交渉においては、本件の真

相とその違法・不当性を糾明していくために、Ｘ３への措置に直

接関与した学長らの出席を断固要求する。  

【甲 26】 

14 第５回団体交渉 

(1) 22 年４月 12 日午後１時 30 分から３時 30 分まで第５回団体交

渉が開催された。組合の出席者は、Ｘ１委員長、Ｘ２弁護士、Ｘ

３ほかの４名であり、大学の出席者は、Ｙ２理事、Ｙ３総務部長、 

Ｙ４ 人事課長ほかの５名であった。 

【事務局調査調書】 

(2) この団体交渉においては、以下のやり取りなどがあった。 

ア 冒頭、Ｘ２弁護士が、Ｙ１学長及び Ａ 医学部長の出席につ

いて尋ねると、Ｙ２理事は、組合の意向を伝えたが、通常どお

りの方法で行うように指示があったので、本日出席の５名で交

渉に当たる旨答えた。 

イ Ｘ２弁護士は、Ｘ３はＣＮＴの発がん性を研究し、一昨年の

夏発がん性を認めたが、大学はこの研究をＸ３に対する措置等

により妨害したなどと所見を述べた。  

ウ Ｘ１委員長は、Ｙ２理事は 21 年 10 月１日に理事に就任した
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のであるから、同年８月６日当時の事実関係を解明するための

事情説明を行うことはできない旨主張した。Ｙ２理事が、それ

ならば事情説明を文書で求めるように促すと、Ｘ１委員長は、

既に何回も文書を出しているが答えがないと述べた。Ｙ２理事

は、必要なことについては答えているつもりだと応じ、また、

交渉においては、組合がほとんど発言していて、大学は話がで

きない状態であるとも述べた。 

エ Ｘ２弁護士は、何がハラスメントとして問題となっているの

かとの Ｂ 委員長に対する質問に、 Ｂ 委員長は答える立場に

ないと、Ｙ２理事が回答したことを非難した。Ｙ２理事が、団

体交渉では自らが権限を有し、必要な限り答えていると応じた

が、Ｘ２弁護士は、Ｘ３がＹ２委員長に質問したのは、団体交

渉とは別のことであり関係ないと主張した。Ｙ２理事が、それ

ならば団体交渉とは別に求めてほしいと反論すると、Ｘ２弁護

士は、団体交渉とは無関係に聞いたのだとさらに反論した。Ｙ

２理事が、全て団体交渉で答えるべき事項であると応ずると、

Ｘ２弁護士は、Ｙ２理事が調査対策委員会におけることを団体

交渉で答えるというのであれば、何がハラスメントとして問題

となっているのか答えてほしいと迫った。Ｙ２理事は、調査対

策委員会の委員長は、ハラスメント関係者に対し調査以外には

直接応答しない制度になっている旨説明した。  

オ Ｘ２弁護士が、Ｘ３は Ｇ 前学長が申請し交付された 21 年

度科学研究費補助金により研究していたのだから、  Ｇ 前学

長がその研究を妨害する措置をとったことは詐欺あるいは「補

助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」違反になり、

また、その措置を正しいとしたＹ２理事も研究を妨害している

ことになる旨主張すると、Ｙ２理事は、研究の停止や制限はし

ていないと反論した。 
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カ Ｘ２弁護士が、Ｙ２理事は処分審査委員会を立ち上げると言

ってＸ３に圧力をかけ、自主退職することを期待していたので

はないかと質すと、Ｙ２理事は、そのようなことは考えたこと

がない旨答えた。 

また、Ｘ２弁護士が、処分審査委員会は公正さを保つために

常設されていなければならないと主張すると、Ｙ２理事は、そ

れはＸ２弁護士の考えであり、大学の制度ではそのようになっ

ていない旨答えた。さらに、処分審査委員会の委員は教育研究

評議会で審議のうえ決定されるのであって、従来からそのよう

に行われている旨述べた。  

キ Ｘ２弁護士の質問に対して、Ｙ２理事が、研究資料は  Ａ 医

学部長の管理下にあり、 Ｆ 助教は Ａ 医学部長の責任の下に

研究資料を移動していると理解していると答えた。  

Ｘ２弁護士が、研究資料を持ち出した時期を特定できないこ

とはあり得ないと主張すると、Ｘ１委員長は、Ｙ２理事では分

からないから、 Ｆ 助教も含めて確認させてもらう旨述べた。  

ク Ｘ１委員長が、 Ｇ  前学長らが団体交渉に出席しないこと

に話を向けると、Ｙ２理事は、 Ｇ 前学長は退職していると

述べ、これに対しＸ１委員長は、参考人として大学から出席を

要請してほしいということだと主張した。  

Ｙ２理事が、 Ｄ 教授の団体交渉への出席の必要性について

尋ねると、Ｘ１委員長は、 Ｄ 教授はＣＮＴの共同研究者であ

り、 Ｅ 助教に係る問題について経緯を承知しているので質

問しなければならないと答えた。  

Ｘ１委員長が、Ｙ１学長と Ａ 医学部長は団体交渉について

何と言っているのか尋ねると、Ｙ２理事は、ルールに従って行

ってほしいと言っていると答えた。Ｘ１委員長が、事実解明に

は、Ｙ１学長らの出席があった方が早いと再三主張していると



42 

 

述べると、Ｙ２理事は、団体交渉は必ずしも事実解明の場では

ないと応じた。さらにＸ１委員長が、参考人として呼んでほし

いと求めると、Ｙ２理事は、検討し学長あるいは関係者と相談

して決める旨答えた。 

ケ Ｘ１委員長は、「学部長付」の意味が分からないと主張し、Ｘ

２弁護士は、「医学部長付」という制度はないと主張した。Ｙ２

理事は、明文の規定はないが、学長の裁量で置かれ、先例もあり、

他大学でも例は多い旨答えた。  

また、Ｘ１委員長が、今回のＸ３に対する措置については、教

授会に一切諮られていないと主張すると、Ｙ２理事は、医学部の

仕組みと判断によって取扱いは違うだろうと答えた。 

コ Ｘ２弁護士が、 Ｄ 教授を研究代表者、Ｘ３を研究分担者とし

て研究費が申請されたＣＮＴに関する研究について、共同研究者

からＸ３が外されている可能性があると質したところ、Ｙ２理事

は、承知していない旨答えた。これに対しＸ２弁護士は、もし外

されているようなことがあれば重大な問題が生ずると述べた。  

Ｘ１委員長は、大学がＸ３を処分する背景には、 Ｄ 教授とＸ

３の関係、大学の研究と Ｓ 社のＣＮＴ量産体制の関係がある

と思わざるを得ない旨主張した。Ｘ２弁護士は、Ｘ３は量産され

ているＣＮＴの発がん性を発見したのであり、 Ｇ 前学長の処

分がＸ３の研究に重大な影響を与えていると主張した。また、Ｘ

２弁護士は、大学はＸ３の研究を妨害ないし弾圧した、Ｙ２理事

が理事就任以降それを正しいものとして維持すれば同罪である

と主張した。 

サ Ｘ１委員長は、調査対策委員会によるＸ３の事情聴取の反訳文

の突合が、本日できなくなったので、次回行うことを提案し、Ｙ

２理事もこれを承諾した。  

シ 交渉を終えるにあたり、次回期日の日程調整が行われ、22 年５
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月 13 日に開催することが決定された。  

【甲 36 の 5、乙 42 の 5】 

15 第６回団体交渉までの経過  

(1) 大学の代理人弁護士 Ｙ５ （以下「Y5 弁護士」）及び同弁護士  

Ｙ６ （以下「 Ｙ６ 弁護士」）は連名で、Ｘ３及び「信州大学

の学問・研究の自由と人権を守る会」事務局長 Ｘ１ に対して、

22 年４月 23 日付け通知書を送付し、次のように通告した。  

Ｙ１学長及びＹ２理事等に対し、「出席要請」が送付され、その

書面には、ＣＮＴ－ＶＧＣＦを腹腔内に投与したマウスに中皮腫

が発生することが確認されたこと、このＸ３の研究成果は世界初

であること、この発がん性を証明する研究資料が研究室から搬出

されていたこと、大学は発がん性発表の隠蔽を図っていることな

どが記載されていた。また、同封された「信州大学で起こってい

る『Ｘ３事件』の真相」と題されたチラシには、「Ｘ３事件」は、

「単なる教授と教室員との関係をめぐる問題なのではなく、ＣＮ

Ｔの発がん性研究そのものに、背景と真相があることが分かって

きました。」と記載され、同月 27 日、集会（以下「４．27 集会」）

を開催し、Ｘ３が不特定多数の聴衆の前で研究発表を行うとされ

ている。しかし、大学が発がん性発表の隠蔽を図っているとの主

張は全くの事実無根である。Ｘ３のハラスメント事件等とＣＮＴ

の発がん性研究とは全く無関係である。ＣＮＴを腹腔内に投与し

たマウスに中皮腫が発生することは、 20 年に他者により論文が発

表されているので、Ｘ３の研究成果は特段評価されるような性質

のものではなく、したがって大学が意図的に隠蔽する客観的な根

拠もない。４．27 集会で、研究成果を大学が隠蔽しようとするな

どと主張することは、名誉毀損、信用毀損行為に該当する。さら

に、ＣＮＴ発がん性研究は、大学と  Ｓ  社との共同研究契約書

に基づいて行われたものであり、契約書の定めにより、Ｘ３は 
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Ｓ 社の同意を得ることなく研究成果を公表することが禁止され

ている。よって、４．27 集会で研究成果を公表することは、契約

違反の違法行為となるから、発表された場合には法的責任を追及

する。以上の理由により、４．27 集会での研究発表を中止するよ

う、また、本件チラシを不特定多数の者に配布するなどの広報活

動を行わないよう警告する。  

【甲 40 の 19 及び 20】 

(2) Ｘ２弁護士及び組合は連名で、Ｙ１学長に対して、22 年４月 28

日付け通知書を送付し、上記(1)の通知書における大学の主張につ

いて、20 年に発表されたという論文名及び研究者名を明らかにす

ることを求める等の質問をし、同年５月 12 日までに回答するよう

求めた。 

【甲 40 の 22】 

(3) 第２次調査対策委員会は、Ｘ３、ハラスメント申出者及び関係

者からの聞き取り調査等を行った結果、Ｘ３の行った８項目につ

いてハラスメント行為であると認定して、22 年４月 30 日付けでそ

の認定の内容を報告書概要としてＸ３に交付した。 

この報告書概要のなかで、第２次調査対策委員会は、パワー・

ハラスメントを行ったＸ３に対しては、就業規則上の懲戒処分を

科すことが相当であると認められるとした。  

【甲 17、乙 51】 

(4) Ｙ２理事は、組合に対して、22 年５月 11 日付け回答書を送付

し、第５回団体交渉において組合から要請のあった事項について、 

Ｇ 前学長は退職しているので、団体交渉に参考人として出席

するよう要請することは差し控える旨、また、組合との団体交渉

はＹ２理事に一任されているので、Ｙ１学長及び Ａ 医学部長の

団体交渉への出席は不要と考えている旨答えた。 

【甲 9、乙 27】 
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(5) 22 年５月 11 日、大学は、Ｘ３に対して、「学長付人事異動に関

する通告について」と題する文書を交付し、調査対策委員会が２

度のハラスメント申出に係る調査結果を、 21 年６月 17 日及び 22

年４月 21 日に教育研究評議会に報告し、同評議会は審議の結果、

懲戒処分を科すことが相当であるとして、処分審査委員会の設置

を可とした事情を総合的に考慮した結果、学長付教授に配置換え

することとした旨を通知し、また、ハラスメント防止規程に基づ

き、第１次職務命令の内容を継続することを含む職務命令（以下、

学長付異動を含めて「第２次職務命令」という。）を発令した。 

【甲 18】 

(6) Y5 弁護士及び Ｙ６ 弁護士は連名で、Ｘ２弁護士に対して、22

年５月 12 日付け回答書を送付し、上記 (2)の通知書の質問につい

て、論文名及び研究者名等を回答した。 

【甲 40 の 23】 

16 第６回団体交渉 

(1) 22 年５月 13 日午後１時 30 分から３時 30 分まで第６回団体交

渉が開催された。組合の出席者は、Ｘ１委員長、Ｘ２弁護士、Ｘ

３ほかの５名であり、大学の出席者は、Ｙ２理事、Ｙ３総務部長、 

Ｙ４ 人事課長ほかに Y5 弁護士が新たに加わり６名となった。 

【事務局調査調書】 

(2) この団体交渉においては、以下のやり取りなどがあった。 

ア 冒頭、Ｘ２弁護士は、組合の要求にもかかわらずハラスメン

ト申出書が提示されないうえ、何がハラスメントとして問題と

されているのかも明示されないなど、これまでの団体交渉は誠

実に行われず意味を失ってきたこと、さらに、  Ｄ 教授はＸ３

がＣＮＴの発がん性を突き止めたことを知ると、Ｘ３を共同研

究者から外したことなどを述べた。 

イ Ｙ２理事が、ハラスメント申出書は制度的に提出できないと
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いうことを既に説明した旨答えると、Ｘ２弁護士は、そのよう

な制度はあり得ない、提出されないというのなら何をハラスメ

ントとして問題としているのか具体的に明示してほしいと述べ

た。これに対しＹ２理事が、それはＸ３に対する事情聴取で全

部説明している旨答えると、Ｘ２弁護士は、行われていない、

具体性が何もないと反論した。  

Ｙ２理事が、それを確認するために本日の団体交渉で、事情

聴取の録音の反訳を確認するという約束になっていた旨述べる

と、Ｘ２弁護士は、ハラスメント行為が認定されてしまったの

で、反訳を確認することに意味はなくなったと述べた。  

ウ Ｘ１委員長は、団体交渉で反訳を確認する目的は、事実関係

に間違いがあれば、調査対策委員会にやり直しのために差し戻

してもう一度議論してもらうことであり、それができなければ

団体交渉を行う意味がないところ、確認する前にハラスメント

の認定がなされてしまったと非難した。これに対しＹ２理事は、

間違いがあれば正すが、これまでのところ問題があるとは考え

ていないのであり、大学のとった措置について変更や撤回は考

えていないということを一貫して述べてきていると答えた。  

Ｘ１委員長が、Ｙ２理事は調査対策委員会に対し間違いを正

す権限を持っているのか質すと、Ｙ２理事は、学長の代理で出

席しているので、学長権限はあると述べた。Ｘ１委員長は、明

らかな事実誤認があり、虚偽事実が認定されていると主張した。 

エ Ｘ１委員長は、22 年３月 31 日に調査対策委員会が、組合の申

入れに対して、Ｘ３からこれ以上の聞き取りを行わない、また、

ハラスメント申出内容を文書化して組合に交付することはしな

いと確認したことについて断固たる抗議をするなどと述べた。

これに対しＹ２理事が、Ｘ３からの事情聴取を適正に行ってい

る旨答えると、Ｘ２弁護士は、事情聴取の中から、Ｘ３が送付
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したとされるメールの問題を取り上げ、Ｘ３に当該メールが提

示されなかったこと、当該メールに関係する  Ｉ 助教が当時

講座に在籍していなかったことを指摘した。Ｘ１委員長が、メ

ールが特定できるか質すと、Ｙ２理事は、当該メールを特定す

ることはできるが、調査対策委員会のルールにより現段階では

答えられない旨述べた。さらに、Ｘ１委員長は、当該メールは

第２次ハラスメント申出者以外に関するものか尋ねたが、Ｙ２

理事は、影響が大きいから答えられない、また、それだけハラ

スメントに係る事態が深刻な状況であるなどと述べた。 

また、Ｘ１委員長が、ハラスメント申出以外の事項について

もハラスメントとして認定されているのか尋ねると、Ｙ２理事

は、申出事項に関係する事項については、調査対策委員会の判

断で認定していると答えた。  

Ｘ２弁護士が、調査対策委員会は、盗聴、メールの覗き見等

のハラスメント行為に関して、物証はないが心証的には極めて

濃厚な疑いを払拭し得ないといって認定していると非難すると、

Ｙ２理事は、それは心証について記載されているだけで、認定

するとはいっていないと反論した。Ｘ２弁護士が、判決ではあ

り得ないと述べると、Ｙ２理事は、判決とは異なると応じた。 

オ Ｘ１委員長が、Ｙ２理事又は大学には調査対策委員会のハラ

スメント認定を取り消す権限があるのか尋ねると、Ｙ２理事は、

その権限は学長にあるので、自らは学長と協議する旨答えた。

Ｘ１委員長が、大学は調査対策委員会が調査中であることを理

由に回答できないとしてきたことからすると、学長に取り消す

権限があるとはいえないのではないかと質すと、Ｙ２理事は、

調査中の案件について、途中で答えることは調査対策委員会の

業務に介入することになりできない旨答えた。  

カ Ｘ１委員長は、第１次及び第２次ハラスメント申出書の写し
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を提出するよう要求し、団体交渉で要求する以上、大学の制度

は関係ないから、提出すべきものだと主張した。これに対し、

Ｙ２理事は、それは組合の見解である旨応じ、要求を拒否した。 

キ Ｘ１委員長は、第２次職務命令については、抗議し撤回を要

望すると述べた。また、団体交渉の交渉委員について解決でき

ないので、労働委員会にあっせん申請する旨述べた。  

ク Ｘ３の研究成果に話が及ぶなかで、Ｘ１委員長は、  Ｓ 社

の労働組合が発がん性のある危険物質に関するＸ３の研究につ

いて、一切知らされていないことなどは、 Ｄ 教授に責任があ

ることを通告すると述べた。  

【甲 36 の 6、乙 42 の 6】 

17 第７回団体交渉までの経過  

(1) 22 年５月 13 日、組合は、次の事項について、当委員会にあっ

せんを申請した。 

ア 大学は、Ｘ３に対する学長付異動命令を撤回し、研究室への

入室及び演習・講義の禁止措置を止めること。  

イ 大学は、組合との団体交渉に誠実に応じること。  

①  Ｇ 前学長、Ｙ１学長、 Ａ 医学部長、 Ｄ 教授及び 

Ｂ委員長などの責任者を団体交渉に出席させること。  

② 第１次及び第２次ハラスメント申出に係る申出書及び関係

資料を提出すること。 

【甲 11、当委員会に顕著な事実】 

(2) Ｘ３は、Ｙ１学長に対して、前記 15(5)の「学長付人事異動に

関する通告について」について、22 年５月 14 日付け通知書を送付

し、処分審査委員会の事実調査が行われるというのであれば、何

が問題とされているのかをＸ３に告げたうえで、反論、反証の機

会を十分に与えられたい旨要求するとともに、調査対策委員会が

認定したハラスメント行為は、事実無根であり甚だしい名誉毀損
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であるから、いずれこれに対する法的対処を考えざるを得ない旨

主張した。また、Ｘ３に対する禁止措置は、同人の研究を妨害す

る悪質な行為であると断じ、直ちに撤回することを求めるなどし

た。 

【甲 40 の 24】 

(3) 処分審査委員会は、Ｘ３に対して、22 年５月 21 日付け文書を

送付し、処分審査委員会の調査の一環としてＸ３から事情聴取す

ることを通知するとともに、出席可能日を選択し回答するよう求

めた。 

これに対しＸ３は、同月 25 日付け回答書で、同年６月７日を出

席可能日としたうえで、聞き取り事項をあらかじめ具体的に文書

で明示すること及び代理人弁護士の同席を認めることを要請した。 

【乙 54 の 1 及び 2】 

(4) 組合は、大学に対して、22 年５月 25 日付け団体交渉開催申入

書を送付した。このなかで組合は、Ｘ３の学長付教授への人事異

動は医学部教授の職を剥奪したものであって、重大な労働契約の

変更に該当し、労働契約の内容変更にあたって労働者の合意を必

要とする労働契約法に反するものであり、到底認めることはでき

ないと主張した。また、組合は、あっせん申請を行っているが、

Ｘ３の身分の重大な変更と今後の研究に関して緊急性を要すると

して、あっせん事項とは切り離して、同年６月１日から３日の間

に団体交渉を開催することを求めた。 

なお、交渉事項は次のとおりとされた。  

ア 「学長付人事異動に関する通告について」（前記 15(5)）に関

する事項 

イ Ｘ３の今後の研究について  

ウ その他関連事項 

【甲 19、乙 28】 
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(5) 22 年５月 26 日、組合は、当委員会へのあっせん申請に、処分

審査委員会の聞き取り調査に関わる懲戒処分手続の開始を止める

こととのあっせん事項を追加した。  

【甲 11、当委員会に顕著な事実】  

(6) 大学は、組合に対して、22 年５月 28 日付け回答書を送付し、

組合はあっせん申請をしているが、このあっせんは団体交渉の開

催方法についてのものであるから、その終結を待って、必要であ

れば団体交渉に応ずる所存であると答えた。  

【甲 12、乙 29】 

(7) 処分審査委員会は、Ｘ３に対して、22 年６月１日付け文書を送

付し、上記(3)の要請について回答し、併せて 21 項目の聞き取り

事項を示した。 

【乙 54 の 3】 

(8) 22 年６月２日、Ｘ３は、Ｘ２弁護士及び Ｘ４ 弁護士（以下

「Ｘ４弁護士」）を代理人として、ＣＮＴ－ＶＧＣＦの発がん性を

指摘した研究結果を否定され、名誉と信用を侵害されたとして、

大学と Ｄ 教授を相手取り、損害賠償請求訴訟を提起した。  

なお、この訴訟の提起について報道した同日付けの信濃毎日新

聞の記事には、Ｙ２理事が取材に応じて、「Ｘ３教授の研究は学術

性に疑問がある。」と発言した旨の記載があった。  

【甲 63 の 1、乙 18】 

(9) 22 年６月７日午後２時 30 分、Ｘ３、Ｘ２弁護士及びＸ１委員

長は、処分審査委員会の聞き取り調査に出席した。  

調査開始後間もなく、Ｘ３らは、処分審査委員会委員長 Ｃ 

（以下「 Ｃ 委員長」）宛ての同日付け通告書を提出し、聞き取

り調査手続に異議を唱えて退出した。通告書において、Ｘ３は次

のように主張等した。 

Ｙ２理事は、同月３日付け毎日新聞朝刊紙上で、「Ｘ３教授はパ
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ワハラがあったため懲戒処分を検討中で、医学部からも異動させ

た。」と発言した。この発言などからすると、Ｘ３のハラスメント

行為の認定及び処分審査委員会の審査は、初めから結論が下され

ているということである。そうである以上、本日行われる処分審

査委員会の聞き取り調査で、Ｘ３がいかなる反論、反証を行って

も無意味である。このような事態に対しては、Ｘ３は今から法的

対処を準備せざるを得ず、聞き取り調査を退席するが、Ｘ３不在

のところで下す結論には重大な法的責任があることを自覚された

い。このような処分に対しては、裁判という場で反論、反証を行

って真実を訴えることによって救済を求める以外道はなく、自身

の名誉を守るため、その決意を固めるに至った。  

その後、 Ｃ 委員長による説得の末、午後３時 38 分から聞き取

り調査が再開されたが、Ｘ３らは、再び調査手続に異議を唱え、

聞き取り調査事項のうち１項目も調査が終了しないまま、午後４

時 20 分に退席した。 

【甲 40 の 28、乙 55、乙 59】 

(10) 処分審査委員会は、Ｘ３に対して、22 年６月８日付け通知書

を送付し、前日の聞き取り調査をＸ３が一方的に途中退席したた

め、予定項目全部の聞き取りを行うことができなかったとして、

期限を付して書面による主張及び反論を提出するよう求めた。  

【乙 60】 

(11) Ｘ３は、 Ｃ 委員長に対して、22 年６月 11 日付け通知書を送

付し、処分審査委員会の聞き取り調査事項等について、質問をす

るとともに、主張及び意見を表明した。  

【甲 40 の 29、乙 61】 

(12) 22 年６月 21 日、当委員会のあっせん員は、組合及び大学の関

係者を招集し、第１回のあっせんを行ったが、双方の主張の隔た

りが大きいことから、再度期日を設定し、あっせんを継続するこ
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ととした。 

【当委員会に顕著な事実】 

(13) 大学は、Ｘ３に対して、22 年６月 23 日付け「審査事由説明書

の送付について」と題する文書を送付し、同日、教育研究評議会

において、Ｘ３の懲戒審査を開始することが決定されたので、審

査事由説明書を交付すること、また、書面又は口頭で陳述する機

会が与えられることを通知した。  

なお、上記文書に添付された審査事由説明書には、20 項目の認

定された事実とそれに対する評価などが記載され、処分の内容を

慎重に考慮した結果、Ｘ３を就業規則に定める懲戒解雇に処する

ことが相当であると判断するとされていた。 

【甲 40 の 38、乙 56 の 1】 

(14) Ｘ３は、Ｙ１学長に対して、22 年７月５日付け陳述書を送付

した。そのなかでＸ３は、大学が同人に対し行ってきた処分は、

非人間的で人格や人権を剥奪し破壊するものであったと非難し、

また、調査対策委員会及び処分審査委員会等が行ってきた理不尽

極まりない手続と措置をみると、隠されてきた事柄の本質がみえ

てきたと主張し、さらに、大学は同人がＣＮＴ－ＶＧＣＦの発が

ん性を確認したことを公表すれば、守秘義務違反により懲戒処分

にすると言い続け、ついに懲戒解雇処分に至るであろうその意図

は明らかではないかなどと主張した。  

【甲 40 の 41、乙 64】 

(15) 22 年７月 12 日、当委員会のあっせん員は、組合及び大学の関

係者を招集し、第２回のあっせんを行ったが、双方の主張の隔た

りが依然として大きいことから、再度期日を設定し、あっせんを

継続することとした。 

【当委員会に顕著な事実】 

(16) 組合は、大学に対し、22 年７月 12 日付け団体交渉開催申入書
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を送付し、教育研究評議会において、Ｘ３の懲戒解雇処分を相当

として懲戒審査の開始が決定されたことなどから、次の交渉事項

について、同月 16 日に団体交渉を開催するよう申し入れた。 

ア Ｘ３の懲戒処分について  

イ 同年５月 10 日付けＸ３の「動物実験計画承認申請書」につい

て 

ウ Ｘ３からの同年６月７日付け「ハラスメント相談の申出」に

ついて 

エ その他関連事項 

【甲 28、乙 30】 

(17) 大学は、組合に対して、22 年７月 14 日付け回答書を送付し、

当委員会にあっせん係属中であるが、このあっせんは団体交渉の

開催方法についてのものであるから、その終結を待って、必要で

あれば団体交渉に応ずる所存であると答えた。  

【甲 29、乙 31】 

(18) 22 年７月 21 日、大学は、就業規則の規定によりＸ３を懲戒解

雇した。大学が、懲戒処分書とともにＸ３に交付した処分説明書

には、懲戒解雇の理由とした事実が 19 項目にわたり記載されてい

た。 

【甲 30 の 1、乙 65 の 1 及び 2】 

(19) 組合は、大学に対して、22 年７月 22 日付け申入書を送付し、

上記(18)の懲戒処分書について、次のとおり申入れを行うととも

に、あっせん申請を取り下げる旨表明した。  

ア Ｘ３の懲戒解雇は懲戒処分権の濫用による不当解雇であり、

到底認めることはできないから、直ちに撤回し、講座担当教授

に復職させるよう求める。  

イ 組合は、断固たる抗議を行うとともに、解雇撤回まで闘うこ

とを通告する。 
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ウ 下記のとおりＸ３の人権を尊重した便宜を図るよう求める。  

① 当面教授室の使用を認めること。  

② Ｘ３の研究資料については、別件のＸ３を原告とし大学を

被告とする裁判手続で、協議を行っているので、破棄や散逸

がないよう厳重に管理すること。  

③ その他必要と思われる事項については、組合に通知し協議

を図ること。 

エ 上記申入れ事項について、同月 26日団体交渉の開催を求める。 

【甲 31、乙 32】 

(20) 22 年７月 23 日、組合は、あっせん申請を取り下げた。 

【当委員会に顕著な事実】 

(21) 大学は、組合に対して、22 年７月 23 日付け回答書を送付し、

あっせん申請の取下げが確認できないことに加え、日程調整も非

常に困難であることを理由として、団体交渉に応じられないと答

えた。 

【甲 32、乙 33】 

(22) 大学は、組合に対して、22 年７月 29 日付け回答書を送付し、

同月 27日に当委員会からあっせん申請の取下げについて通知が届

き、あっせんの終結を確認したので、同年８月９日に団体交渉を

開催すると通知した。これに対し、組合も同月 30 日付け通知書を

送付し、上記期日の団体交渉の開催に異存がない旨を通知した。  

【甲 34、乙 34、乙 35】 

18 第７回団体交渉 

(1) 22 年８月９日午後２時から４時まで第７回団体交渉が開催さ

れた。組合の出席者は、Ｘ１委員長、Ｘ２弁護士、Ｘ３ほかに新

たにＸ４弁護士が加わり６名となった。また、大学の出席者は、

Ｙ２理事、Ｙ３総務部長、 Ｙ４ 人事課長、Y5 弁護士ほかの６名

であった。 
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【事務局調査調書】 

(2) この団体交渉においては、以下のやり取りなどがあった。 

ア Ｘ２弁護士は、Ｘ３が行ったＣＮＴの発がん性の研究結果に

ついて、何を根拠に学術的に疑わしいと発言したのか尋ねたが、

Ｙ２理事は、ここでは答えない、しかるべき状況になれば話す

と答えた。 

イ Ｘ２弁護士は、研究資料である細胞株が無断で研究室から持

ち出され、大量に培養され保管されていることが大学から通知

されたとして、持ち出した者及び培養の理由を尋ねたが、Ｙ２

理事は、一切承知していない、個人のプライバシーに関わる問

題があるので、直ちに調査することには支障があるが、可能で

あれば調査する旨答えた。  

ウ Ｘ２弁護士は、Ｘ３の懲戒解雇理由に、新聞記事が大学の名

誉を毀損したことが挙げられていることなどを非難したうえ、

Ｘ３研究は学術的に疑わしいとのＹ２理事の発言が新聞で報道

されたことを取り上げ、これほど重大な名誉毀損はなく、訴え

ることを考えざるを得ないと述べた。そして、 Ｓ 社がＣＮ

Ｔ－ＶＧＣＦの製造、販売を中止し、販売先から回収している

ことを知っているか尋ね、Ｙ２理事が、新聞で報道されたこと

は知っている旨答えると、その程度しか知らずに、学術的に疑

わしいと発言していると非難した。 

エ Ｘ２弁護士は、 Ｄ 教授はＣＮＴの安全性は確認されたと発

言していたが、Ｘ３が発がん性を確認すると、大学はＸ３の研

究を禁止したなどと述べ、大学はＸ３の首を切ったが、これは

取り返しがつかないことであるなどと主張した。これに対し、

Ｙ２理事は、ＣＮＴ研究の問題は本件団体交渉の対象事項とは

つながっていないので、コメントはない旨述べた。 

オ Ｘ１委員長が、本日は議論するつもりはなく、事実関係を確
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認したい旨述べたのに対し、Ｙ２理事が、それは今回の団体交

渉の申入書と趣旨が異なる旨反論すると、Ｘ１委員長は、こち

らから聞くことに答えればよいと述べた。  

Ｘ１委員長は、Ｘ３の懲戒解雇は認められない、あっせん中

にもかかわらず、組合の意向を聞かずに懲戒解雇したことに抗

議すると述べ、懲戒解雇を撤回するか尋ねた。Ｙ２理事が、撤

回を求める理由を尋ねると、Ｘ１委員長は、不当であるから撤

回してほしい旨述べた。さらにＹ２理事が、不当の内容を尋ね

ると、Ｘ１委員長はこれから述べると答えた。  

Ｙ２理事が、懲戒解雇理由である認定事実が誤りだとの組合

の主張が相当であれば、教育研究評議会で再度審議することは

あり得る旨述べると、Ｘ１委員長は、そうであれば認定事実に

ついて、一からやり直すか尋ねたが、Ｙ２理事は、そういうつ

もりはない、懲戒解雇理由が事実無根であればそう主張してほ

しい旨述べた。 

Ｘ１委員長が、懲戒解雇理由の一つである動物実験承認申請

書の件について、21 年８月 26 日付けでＸ３が始末書を提出し

ているが、始末書の提出は懲戒処分ではないのか尋ねると、Ｙ

２理事は、始末書は今後はしないと述べるものに過ぎないと答

えた。 

カ Ｘ１委員長が、大学のウェブサイトにＸ３の懲戒処分が実名

で公表され、一方で無断欠勤した職員の懲戒処分は匿名となっ

ている理由を尋ねると、Ｙ２理事は、国家公務員の公表基準に

準じて設けられた大学の公表基準に従っている旨答えた。  

キ Ｘ１委員長が、懲戒解雇に際して、組合に通知せず事前協議

を求めなかった理由を尋ねると、Ｙ２理事は、組合との間にそ

のようなルールが設けられていない、また、教職員組合との間

にもルールはなく、事例もなかった旨答えた。  
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ク Ｘ１委員長は、懲戒解雇を決定した教育研究評議会での議論

を説明するよう求めると、Ｙ２理事は、守秘義務のため公表す

ることはできないと答えた。  

また、Ｙ２理事は、Ｘ１委員長の質問に対し、Ｘ３の懲戒処

分歴はない旨、また、医学部内で懲戒処分を検討したか否かは

承知していない旨答えた。  

ケ Ｘ１委員長は、22 年３月 15 日の市民タイムス広告、同日組合

が配布したチラシ及び４．27 集会の案内チラシは自分が作成し

たものだが、なぜこれらがＸ３の名誉毀損行為になるのか尋ね

た。Ｙ２理事は、大学がＸ３の研究活動や論文の公表を禁止し

たという事実がないにもかかわらず、禁止しているかのように

表現されたことが大学に対する名誉毀損である旨答えた。さら

にＸ１委員長が、これらは自分の行為であるからＸ３の懲戒解

雇理由とすることはできないと主張すると、Y5 弁護士は、Ｘ３

は公表されることを予見できたにもかかわらず、そのような発

言をしたのではないかというのが解雇理由とする根拠である旨

説明した。 

Ｘ２弁護士が、４．27 集会で大学からの通知文を配布したこ

となどはＸ３の行為ではないのに、なぜＸ３の懲戒理由になる

のか尋ねると、Ｙ２理事は、Ｘ３の共同行為であると認識して

いる旨答えた。さらにＸ２弁護士は、同月 17 日付け信濃毎日新

聞の記事が、なぜ大学に対する名誉毀損になるのか尋ねた。 Y5

弁護士は、Ｘ３が取材に応じるときには、記事になることが予

想されるので、その発言にはある程度の明確な根拠が必要であ

る旨答えた。 

Ｘ２弁護士が、４．27 集会で大学からの通知文を公表するこ

とが名誉毀損となるのかを再度尋ねると、Y5 弁護士は、通知に

はＸ３の主張内容が記載されているからである旨答えた。  
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コ Ｘ１委員長が、懲戒解雇理由とされた事実のうち、ハラスメ

ントとして認定された行為以外の事実を認定した方法を問うと、

Ｙ２理事は、処分審査委員会で客観的な資料等を基にして認定

していると聞いていると答えた。また、Ｘ１委員長が、誰が調

査したのか問うと、 Ｙ４ 人事課長は処分審査委員会の委員長

及び委員が調査し、事務局は関与していない旨答えた。  

Ｘ１委員長が、講座から転出した者についても調査したのか

尋ねると、Ｙ２理事は、退職した者からも聴取しているが、全

員ではない旨答えた。 

サ Ｘ２弁護士は、不利益を課す際の適正手続に関し所見を述べ、

ハラスメント申出書の提示を求めたが、Ｙ２理事はこれを拒否

した。これに対しＸ２弁護士が、提示されなければ防禦できな

いと改めて主張すると、Ｙ２理事は、Ｘ３の事情聴取の際に全

て伝えて、Ｘ３から弁明を受けている旨答えた。  

Ｘ２弁護士は、22 年６月１日付けで送付された、21 項目の聞

き取り事項が示された文書（前記 17(7)）でも、今回送付され

た処分説明書でも問題とされている行為が特定されていない旨

述べると、Ｙ２理事は、なぜＸ３は大学へ提出した陳述書の中

で、審査事由説明書について、そのような反論をしなかったの

か反問した。 

シ Ｘ４弁護士は、懲戒処分をする場合には対象となる問題点を

明確に示さなければならないが、大学はこれに応えていないと

述べると、Ｙ２理事は、処分審査委員会の委員長からは事情聴

取の際に聴取事項について、丁寧に回答していると聞いている

と答えた。また、Ｘ４弁護士が、 Ｅ 助教は何を申し出たの

か尋ねると、Ｙ２理事は、申出書は開示できないと従来から述

べてきた旨答えた。  

Ｙ４ 人事課長は、団体交渉のなかで、調査対策委員会の事
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情聴取の録音の反訳を労使で突き合わせることとなったが、い

まだ行われていない旨述べた。これに対しＸ２弁護士は、第６

回団体交渉の前日に、Ｘ３を学長付教授にしたので、それどこ

ろではなくなった旨述べた。  

Ｘ４弁護士は再度、 Ｅ 助教は何を申し出たのか尋ねたが、

Ｙ２理事は、答えられないと述べた。  

Ｘ４弁護士が、何が問題となるのか示されなかったことを非

難すると、Ｙ２理事は、大学の手続に問題があるとの主張であ

れば、法的な場で主張してほしい、大学は規程に基づき適正な

手続に従って行っている旨述べた。  

ス 交渉が予定の終了時間を迎え、次回の日程を調整した際に、

Ｘ４弁護士は、大学の行方を憂慮するので、大学は高度の政治

的判断により考えなければいけない旨を述べた。これに対して、

Ｙ２理事が、高度の政治的判断の意味を尋ねると、Ｘ２弁護士

は、信州大学の名誉を重んじ、無用な争いは避けるということ

だなどと述べた。 

なお、次回は 22 年８月 31 日に開催することが決定された。 

【甲 36 の 7、乙 42 の 7】 

19 第８回団体交渉までの経過  

(1) 22 年８月 12 日付け信濃毎日新聞は、前日、Ｙ１学長及び Ｄ

教授らが記者会見し、ＣＮＴの安全性について、大学としての見

解を明らかにしたことを報道した。その記事のなかに、Ｘ３が大

学及び  Ｄ  教授を相手取り提起した損害賠償請求訴訟（前記

17(8)）の訴状や証拠書類にあるＸ３の研究内容について、大学の

出席者が、「悪性中皮腫を示す組織像がないなど科学性に乏しい。」

と発言した旨の記載があった。  

【甲 64】 

(2) 組合は、大学に対して、22 年８月 23 日付け申入書を送付し、
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大学がウェブサイト及び記者会見でＸ３の懲戒解雇処分をＸ３の

実名を含めて公表したこと、懲戒解雇処分の決定経過、懲戒解雇

理由、団体交渉におけるＹ２理事の交渉態度等について多岐にわ

たる質問をし、同月 31 日に予定されている第８回団体交渉の前日

までに回答することを求めた。  

【甲 15、乙 36】 

(3) 大学は、組合に対して、上記(2)の申入書について、 22 年８月

30 日付け回答書を送付し、組合の質問に答えるとともに、回答を

拒否する事項については、その理由を記載した。なお、この回答

書には、「国立大学法人信州大学における懲戒処分の公表基準」が

添付された。 

【甲 16、乙 37】 

20 第８回団体交渉 

(1) 22 年８月 31 日午後２時から４時まで第８回団体交渉が開催さ

れた。組合の出席者は、Ｘ１委員長、Ｘ２弁護士、Ｘ４弁護士、

Ｘ３ほかの６名であり、大学の出席者は、Ｙ２理事、Ｙ３総務部

長、 Ｙ４ 人事課長、Y5 弁護士ほかに新たに Ｙ６ 弁護士が加わ

り７名となった。 

【事務局調査調書】 

(2) この団体交渉においては、以下のやり取りなどがあった。 

ア 冒頭、 Ｙ４ 人事課長が、Ｘ３が研究のため飼育していたビ

ーグル犬の管理について協議をしたい旨述べると、Ｘ２弁護士

は、その件は交渉の終わりにしたいと述べた。Ｙ２理事が、本

日協議できなければ、動物実験計画の承認期限となるので、ビ

ーグル犬を処分しなければならなくなると述べると、Ｘ２弁護

士は、Ｘ３の発がん性研究においてビーグル犬を使った研究は

極めて重要であり、労働者の健康と命がかかっている、期限だ

から殺すとは論外であるなどと非難した。  
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イ Ｘ２弁護士は、大学がＸ３を懲戒解雇したのは、Ｘ３が行っ

ているＣＮＴの発がん性に関する研究を打ち切るためであるな

どと主張した。 

ウ Ｘ２弁護士は、Ｘ３の研究成果であるスライドを見るよう要

求し、Ｙ２理事が、団体交渉と関係ないのでやめてほしいと応

じると、組合側出席者は、Ｘ３の懲戒処分と関係があるなどと

口々にＹ２理事を非難した。 

エ Y5 弁護士は、Ｘ３の研究において悪性中皮腫が確認されたか

どうかは係属中の裁判の争点の一つであるから、スライド等は

裁判の証拠として提出するよう求めた。  

Ｘ２弁護士が、Ｘ３の研究成果にこだわるのは、新聞紙上で

のＹ２理事の発言や大学の記者会見で研究成果に疑問が呈され

たからである旨述べ、記者会見をした理由を質すと、Ｙ２理事

は、記者会見の趣旨について説明した。  

この議論のなかで、Ｘ４弁護士は、大学は秘密主義で、陰謀

あるいは謀略的な手法をとってきたと主張し、これから全部証

明する、Ｙ２理事にも責任があると非難した。さらにＸ４弁護

士は、このようなことを続けると大学は傷つき、後世から批判

される、誤っていたら直さなければならない旨主張した。これ

に対し、Ｙ２理事が、Ｘ４弁護士の主張とＸ３の懲戒処分とは

全く関係がなく、理解できない旨述べると、Ｘ４弁護士は、分

からないのであればＹ２理事は辞めたほうがよいなどと述べた。 

オ Ｘ３と Ｓ 社の関係が議論となり、Ｙ２理事は、Ｘ３は 

  Ｓ 社との共同研究の研究者として、契約上の手続に従って

研究成果を取り扱うべき旨説明した。  

カ Ｘ２弁護士は、懲戒解雇の理由の一つとなった講座の元職員

に対するセクハラを取り上げ、ＣＮＴの発がん性研究を隠蔽す

るためにＸ３を大学から追放しようとして、でっちあげたもの
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である旨主張した。Ｘ４弁護士は、セクハラとアカハラとを口

実に首を切るという構図は分かった、謎も全部解いた、これか

ら法廷で追及するなどと述べた。  

キ Ｘ１委員長は、 Ｓ 社の労働組合に照会したところ、  Ｓ 

社が大学に対して、Ｘ３の発がん性研究を報告するように求

めたが、大学は多忙を理由に断っていることが判明した旨を指

摘した。Ｘ２弁護士は、大学は Ｓ 社に対しても隠蔽したの

だと非難した。 

ク Ｘ３は、中皮腫が発生したマウスを撮影したスライドを見せ、

Ｙ２理事に発言を求めた。Ｙ２理事が、一切答えないと応ずる

と、組合側出席者は、Ｙ２理事がＸ３の研究について、学術的

に疑わしいと発言したことを、素人の根拠のない発言だなどと

繰り返し口々に非難を続けた。さらに、 22 年８月 11 日の記者

会見における Ａ 医学部長の発言等をねつ造であるなどと非難

し、Ｘ２弁護士は、Ｙ１学長らを集めてほしい、Ｘ３が出て行

って説明をする、これは大学にとって最後の機会であるなどと

述べた。 

ケ Ｘ４弁護士は、大学にはこの問題を本当に解決しようと考え

ている人がいない、このままでは大学は傷つく、だから高度の

政治的判断で解決すべきだと言った、パワハラだセクハラだと

過去に遡って理由を寄せ集めて首を切ったのだなどと述べた。

これに対しＹ２理事は、それは違う、それは皆さんが作り上げ

たストーリーだなどと反論した。 

Ｘ２弁護士は、懲戒解雇の理由をいくつか取り上げ、不当で

ある旨の非難をし、Ｘ３を始末するためだけに懲戒解雇したの

ではないかと述べた。Ｘ４弁護士は、手の内は全部分かってい

る、我々の分析により全部分かった、それをＹ２理事が必死に

なって隠そうとしていると述べた。Ｙ２理事が、それは事実と
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違うと考えていると反論すると、Ｘ１委員長は、 Ｄ 教授によ

る隠蔽事件であることは間違いない旨述べた。さらにＸ２弁護

士は、Ｙ２理事に対し、あなたが首切り役人をやったのである

と非難した。 

コ Ｘ１委員長が、大学の 22 年８月 30 日付け回答（前記 19(3)）

のうち、懲戒処分の基準について取り上げ、国立大学法人が、

懲戒処分の公表基準や懲戒処分の基準を国家公務員に準拠する

根拠を尋ねたところ、Ｙ２理事は、国立大学法人の性格からこ

れを説明した。 

サ Ｘ１委員長が、Ｙ２理事の行為に対して、22 年６月７日付け

でＸ３がＥＰ委員会にハラスメント申出を行ったことについて、

大学の 22 年８月 30 日付け回答（前記 19(3)）の趣旨を尋ねる

と、Ｙ２理事は検討中であると、また、Ｙ３総務部長は、取扱

いについて検討中であると答えた。 

シ Ｘ２弁護士は、22 年６月３日の毎日新聞にＹ２理事の発言と

して、パワハラのためＸ３の懲戒処分を検討中で、医学部から

異動させた旨書かれているが、これは守秘義務に反し、懲戒処

分になると述べた。また、Ｘ２弁護士は、Ｙ２理事の学術性が

疑わしいとの発言は名誉毀損だと述べた。さらに、Ｘ２弁護士

は、Ｙ２理事は徹底的なＸ３攻撃、Ｘ３研究の否定・妨害を行

ってきた、これから大学にとって大変なことが始まる、労働者

は中皮腫になる、学術性が疑わしくないことが証明されたら、

Ｙ２理事はどう責任をとるのか、危険性を知らせずに労働者が

ＣＮＴを吸引したら傷害罪になるなどと非難した。  

Ｘ４弁護士は、Ｙ２理事には熱意と誠意がなく、誠実交渉義

務違反をしている、この団体交渉は意味がないなどと非難した。 

ス  Ｙ４ 人事課長が、ビーグル犬について、動物を管理してく

れるところをＸ３が探して、預かってもらうことを提案すると、
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Ｘ２弁護士らは、大学の実験であることなどを理由としてこの

提案を拒否し、ビーグル犬の飼育管理について議論となった。

最後にＸ１委員長が、継続協議とするよう求めると、Ｙ２理事

は、次回団体交渉までは管理を続けるよう動物実験施設と協議

するので、継続協議としたいと述べた。  

セ 交渉を終えるにあたり、次回期日の日程調整が行われ、 22 年

９月 21 日に開催することが決定された。また、Ｘ４弁護士が、

次回はＹ１学長に出席してほしいと要求すると、Ｙ２理事は、

その要望は伝えておくと答えた。  

【甲 36 の 8、乙 42 の 8】 

21 第９回団体交渉 

(1) 22 年９月 21 日午前 10 時から 12 時まで第９回団体交渉が開催

された。組合の出席者は、Ｘ１委員長、Ｘ２弁護士、Ｘ４弁護士、

Ｘ３ほかの６名であり、大学の出席者は、Ｙ２理事、Ｙ３総務部

長、 Ｙ４ 人事課長、Y5 弁護士、 Ｙ６ 弁護士ほかの７名であっ

た。 

【事務局調査調書】 

(2) この団体交渉においては、以下のやり取りなどがあった。 

ア Ｙ２理事は、学長は現段階では懲戒解雇処分を見直すつもり

はなく、Ｙ２理事が継続して団体交渉に臨むようにとの指示で

あった旨述べた。 

イ Ｘ２弁護士は、前回の団体交渉でＸ３の研究成果であるスラ

イドを見たうえは、Ｘ３研究の学術性に疑問があるとの認識を

改めるか、あるいはＸ３から説明を聞かなければならないとは

考えないのか尋ねた。これに対しＹ２理事は、学術雑誌や学会

等で公表されると期待している、また、裁判において証拠とし

て提出されれば、そこで扱われると考えている旨答えた。  

ウ Ｘ２弁護士は、  Ｓ 社から共同研究の成果について報告を
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求められた時、大学がＸ３に成果を伝えるように指示しなかっ

た理由を尋ねた。Ｙ２理事は、共同研究であるから当然Ｘ３が 

Ｓ 社と連絡をとるものだと考えていた旨答えた。さらに、

Ｘ３から連絡が行われないということであれば、大学がＸ３に

連絡をとるよう求めなかったことは、過失である旨述べた。 

エ Ｘ２弁護士は、Ｙ２理事が第５回団体交渉まで、  Ｄ  教授と

の共同研究からＸ３が外されていたことを知らなかったと答え

たことを捉えて、副学長に伝えられていないということは、と

てつもないものが動いていることになると述べた。 

オ Ｘ２弁護士が、被害者とされる講座の元職員からの申立ても

ないのに、セクハラを認定することはあり得ないと主張したこ

とから、大学が同人から事情聴取した方法などについて議論と

なった。 

そのなかで、Ｘ４弁護士が、被害女性の了解がなくても責任

追及が可能というのは、Ｙ２理事の考えか尋ねると、Ｙ２理事

は、自らの考えでもあるし、判例の考え方でもある旨答えた。

Ｘ４弁護士が、被害女性の気持ちを無視して論ずることは間違

いであると主張すると、Ｙ２理事は、同人に対し大学が事情聴

取した状況と、組合が事情聴取した状況に違いが出てくるかも

しれないから、訴訟の場で争うほかない旨述べた。  

カ Ｘ２弁護士が、Ｘ３に対する医学部長付教授への発令に至る

までの、 Ｇ 前学長らの指示文書等を誰が作成したか尋ねる

と、Ｙ２理事は、一般的な文書の作成手続を説明し、具体的に

誰が起案したかは申し上げる必要はないと答えた。これに対し、

Ｘ２弁護士が、裁判で問題となると述べたところ、Ｙ２理事は、

問題とするのならしてほしいと答えた。  

キ Ｘ１委員長が、  Ｆ  助教はハラスメントの申出者ではないに

もかかわらず、 Ｆ 助教に対するハラスメントが申出の内容に
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含まれている理由を尋ねると、Ｙ２理事は、ハラスメントを申

し出た３名が、 Ｆ 助教のことを慮って申し出たものである旨

答えた。Ｘ２弁護士が、それは詭弁であり内容偽造だと非難す

ると、Ｙ２理事は、そのように申出書に記載されているのであ

り偽造ではない、Ｘ２弁護士の恣意的な見方で判断しないでほ

しい旨述べた。 

ク Ｘ１委員長が、  Ｓ 社がＸ３との共同研究について、大学

に照会した文書を受領したのは誰か尋ねたことから、研究成果

を Ｓ 社に伝える手続などについて、議論になった。  

そのなかで、Ｘ２弁護士は、大学は Ｓ 社に対して、Ｘ３

の研究成果を隠蔽したと繰り返し非難した。また、Ｘ４弁護士

は、知らないところで何かが動いていることは明確だが、それ

を明らかにしないというのを隠蔽という、大学の上層部は皆承

知してこういうことを行ったといわざるを得ないと述べた。  

ケ Ｘ４弁護士は、このような議論ばかりしているから幼稚であ

ると思うと述べ、大学は何を交渉して、どのように解決するか

という方針をもっているか、また、団体交渉の日程を入れて時

間的に消化すればいいと考えているのではないかなどと尋ねた。

Ｙ２理事は、組合が隠蔽などと言い、事実を述べないで交渉を

行っているため議論がかみ合わず、溝が深くなっていくばかり

である旨反論した。  

Ｘ４弁護士は、大学の現状は不正常であり、それを正常に戻

すという視点で団体交渉をしなければならないが、Ｙ２理事の

態度により前進できないと非難し、大学の危機であると述べた。

Ｘ２弁護士は、Ｙ２理事が大学を破滅させようとしていると非

難した。 

Ｘ４弁護士は、Ｙ１学長と Ｄ 教授が団体交渉に出席しなけ

れば、交渉は前進しないと主張したが、Ｙ２理事は、立論の論
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拠について共通認識を共有できるようすり合わせに努めてきた

が、立場が離れていくばかりであったなどと反論した。 

Ｙ２理事が、隠蔽という主張は理解できない、些細な事実を

全部隠蔽につなげて、物語を創作しているとしか考えられない

と述べると、Ｘ４弁護士は、もっと器を大きく考えてほしいな

どと述べた。 

コ Ｙ２理事が、Ｘ３の研究について学術性が疑わしいと発言し

たことがなぜ問題なのか尋ねると、Ｘ２弁護士は、隠蔽である

と答えた。重ねてＹ２理事が、なぜ隠蔽なのか、隠蔽の内容は

どういう事実に基づいているのか尋ねると、Ｘ２弁護士は、そ

れが隠蔽であると主張した。  

Ｙ２理事が、どういう見解か分からなければ意見のすり合わ

せもできないと反論すると、Ｘ４弁護士は、これまでの経過、

背景、状況が浮き彫りになっているといい、Ｘ２弁護士は、Ｙ

２理事が、学術的に疑わしいと発言したことは、Ｘ３の研究を

否定したことだと非難した。  

Ｙ２理事が、話がかみ合わないのは、労使双方の前提が異な

るからである旨述べると、Ｘ２弁護士は、Ｘ３の研究を否定し

ているからだと非難した。Ｙ２理事が、組合の主張はフィクシ

ョンだと思うと述べると、Ｘ１委員長は、大学の責任者がとっ

た姿勢をＹ２理事が表現し広げたのである旨主張し、Ｘ２弁護

士は、Ｙ２理事は政治をやったのだと非難した。 

サ  Ｙ４ 人事課長は、ビーグル犬について、①大学が手続を行

いＸ３が引き取る、②当初の予定どおり安楽死させる、③管理

費用をＸ３が負担する、のいずれかの取扱いをしたいとの提案

をした。Ｘ１委員長は、非常に重要な問題であるから文書が欲

しいとし、即答はできないと述べた。Ｙ２理事は、22 年９月 30

日まではやむを得ないので飼育を継続するので、今月中に回答
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を欲しい旨述べた。  

シ 交渉を終えるにあたり、次回期日の日程調整が行われ、22 年

10 月 28 日に開催することが決定された。 

【甲 36 の 9、乙 42 の 9】 

22 第９回団体交渉以降の状況  

(1) 大学は、組合に対して、22 年９月 28 日付け回答書を送付し、

第９回団体交渉における組合からの質問に回答するとともに、ビ

ーグル犬の取扱いについて、次の３方法を提案した。  

ア Ｘ３側が、適切な飼育及び管理のできる施設等を確保し管理

する。 

イ 大学動物実験施設において、当分の間飼育及び管理を行い、

その費用をＸ３側の負担とする。 

ウ Ｘ３が提出した動物実験計画申請書に従い安楽死処分とし、

Ｘ３自身が必要な組織等を採取する。  

【乙 38】 

(2) 22 年９月 28 日、Ｘ３は、Ｘ２弁護士及びＸ４弁護士を代理人

として、長野地方裁判所松本支部に本件仮処分申立てをした。 

【乙 16】 

(3) 大学は、組合に対して、22 年 10 月 21 日付け「ご通知」を送付

し、次のとおり通知した。  

これまで９回の団体交渉に応じてきたが、Ｘ３に対する第１次

及び第２次職務命令の取消し並びに懲戒解雇処分撤回の要求につ

いては、団交を重ねるにつれて、双方の主張の溝が大きく広がっ

てきた結果、妥協点を見いだすことは極めて困難になってきたと

状況認識している。Ｘ３も、この団体交渉による解決困難の状況

を熟慮してか、同年９月 28日、本件仮処分申立てを提起したので、

組合は、団体交渉要求事項の解決を訴訟に委ねたものと思料する。

このような状況を受けて、組合から次回団体交渉の開催取消しの
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通知を受領するものと考えていたが、そのような通知がないので、

団体交渉を本件仮処分申立ての決定確定まで中断すること、また、

ビーグル犬に関する問題その他必要事項は、団体交渉とは別に、

その都度協議することを通知する。  

【甲 5、乙 39】 

(4) 組合は、大学に対して、22 年 10 月 25 日付け「抗議及び団体交

渉開催申し入れ書」を送付し、次のように主張し、団体交渉の開

催を求めた。 

団体交渉において、組合は、Ｘ３のハラスメントとされる行為

の内容を明らかにするよう再三にわたって申し入れてきたが、大

学は、大学の規程等を根拠に一切の資料の提出や説明を拒否した

ため、何ら具体的な協議に入れなかった。組合は、Ｘ３の研究の

継続と研究の自由の保障を求めて、第１次及び第２次職務命令の

撤回を再三要求したが、大学はまったく応じず、組合との協議を

無視して、懲戒解雇処分を強行した。団体交渉において、大学が

何らかの妥協点を提示したことはなく、大学には、はじめから組

合との間で、立論を調整し妥協点を見出す姿勢などはなかったと

断じざるを得ない。労使関係の基本は団体交渉にあるのであり、

組合は、全力をあげて説明し説得に努めてきたが、今後もその考

えに変わりはない。組合が懲戒解雇処分の撤回要求を訴訟に委ね

た事実はなく、訴訟を理由とする団体交渉の拒否は不当労働行為

に該当する。組合は改めて以下の事項について第 10 回団体交渉の

継続開催を要求する。 

ア Ｘ３の懲戒解雇撤回要求について  

イ Ｙ２理事に係るハラスメント申出について  

ウ Ｘ３の発がん性研究の Ｓ 社に対する通知について  

エ ビーグル犬について  

オ その他関連事項 
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【甲 6、乙 40】 

(5) 大学は、組合に対して、上記(4)の申入れについて、22 年 10 月

26 日付け回答書を送付し、次のとおり答えた。  

団体交渉には応じない。本件仮処分申立ての確定まで、団体交

渉を中断する。ビーグル犬に関する問題その他の必要事項は、団

体交渉とは別に、その都度協議する。第１次及び第２次ハラスメ

ント申出に係る一連の内容については、本件仮処分申立て手続に

おいて明らかにする。団体交渉の進展と、ハラスメントの調査手

続及び懲戒処分手続の履践はまったく別物である。９回の団体交

渉を経て、双方の主張の根本からの対立状況は明らかであり、団

体交渉による解決は到底期待することができない。組合と  Ｓ 

社との関係は、大学と無関係である。Ｘ３は、団体交渉では解決

しないと判断して裁判上の手続をとったものであるから、大学も

組合の懲戒解雇撤回要求事項について法的解決を図る所存である。 

【甲 7、乙 41】 

(6) 組合と大学の間では、第９回団体交渉以降、本件結審時に至る

まで、団体交渉は開催されていない。  

【審査の全趣旨】 

23 大学と教職員組合との間の労働協約等の状況 

 大学と教職員組合との間で締結されている労働協約のなかに、次の

ような規定がある。  

(1) 「労使関係の基本事項に関する労働協約」には、人事異動につ

いて、「大学は、異動内示と同時に異動内容を教職員組合に提示す

ること」との規定があり、また、「労働条件の変更については、事

前に組合に意見を求め、誠意をもって話し合う」との規定がある。 

【甲 77 の 1】 

(2) 「団体交渉に関する労働協約」には、教職員組合との団体交渉

における大学側の交渉委員を、「学長、担当理事、総務部長、人事
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課長、その他学長が指名する者」とするとの規定、また、「交渉担

当者は交渉委員の中から任意に選任するものとする」との規定が

ある。 

【甲 77 の 2】 

(3) 「組合員の人事に関する労働協約」には、「教職員組合が人事の

基準や人選について申出を行った場合には、大学は、誠実に事前

協議に応じるものとする」との規定がある。 

【甲 77 の 5】 

 

第４ 当委員会の判断 

１ はじめに 

(1) 本件は、組合員である大学教授に対する大学の人事上の措置及

び同人が行ってきた研究に関する事項等を議題として、同人の代

理人である弁護士も出席し、激しい議論が交わされた団体交渉に

おける大学の対応について評価が問われている事案である。そこ

で、個々の争点についての検討に入る前に、本件を判断するにあ

たっての一般的な見解を述べることとする。  

(2) 憲法第28条は勤労者の団体交渉権を保障し、これを受けて労組

法第７条第２号が、使用者が正当な理由なく団体交渉を拒むこと

を不当労働行為として禁じている。このように労組法は、使用者

の不作為を禁ずることで、使用者に団体交渉の応諾を義務づけ、

団体交渉権の保障を具体化している。  

団体交渉を実効性あるものとするため、使用者が果たすべき団

体交渉応諾義務の基本的な内容は、労働組合と誠実に交渉するこ

とにあると考えられる。すなわち、使用者は、単に労働組合の要

求や主張を聞くだけでなく、それらに対しその具体性や追及の程

度に応じた回答や主張を行い、必要によってはそれらにつき論拠

を示したり必要な資料を提示する義務があり、労働組合の合意を
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求める努力に対しては、そのような誠実な対応を通じて、合意達

成の可能性を模索することが求められる。その一方で、使用者に

は労働組合の要求や主張を容れたり、それに対し譲歩を行う義務

までは求められていないのであって、十分な討議の後双方の主張

が対立し、意見が一致をみないまま交渉打切りとなることは誠実

交渉義務の違反ではない。  

２ 団体交渉において、大学が本件ハラスメント行為について、具体的

に特定・明示しなかったこと及び本件ハラスメントの調査等関連書類

の提出について、組合の求めに応じることなくこれを拒んだことにつ

いて（争点１ア及びイ） 

(1) 前記第３の５(4)、６(2)イ、７(2)、８(2)ウ、16(2)イ及びカ並

びに18(2)サ及びシのとおり、組合は、団体交渉における発言や文

書により、調査対策委員会がＸ３のいかなる行為をハラスメント

として問題としたのかを特定し明示すること（以下「特定・明示」）、

また、ハラスメント相談申出書をはじめとする、調査対策委員会

の調査手続における関係文書の交付（以下「関係文書交付」）を繰

り返し求めたが、大学は、これらの組合の要求には応じてこなか

ったことが認められる。  

また、団体交渉と並行して、前記第３の７ (3)及び (4)、９ (1)

並びに11(1)及び(3)のとおり、Ｘ３もＸ２弁護士を通じて、大学

に対し同様の要求を行ったが、大学はＸ３の要求には応じなかっ

たことが認められる。 

(2) 大学は、組合の要求を拒否した理由として、次の２点を主張す

る。 

ア ハラスメント防止規程は、ハラスメントという極めてプライ

ベートであり関係者の人格に関わる問題を扱うものであり、ハ

ラスメントの事実解明のためには事件当事者及び関係者の協力

を得なければならないため、それらの者の秘密保護が必要のう
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え、加害者からの報復行為等を根絶する必要もあるため、ハラ

スメントの調査手続に関わる事実や文書は基本的に非公開とさ

れなければならない。 

イ ハラスメント防止規程に従って、Ｘ３に対して、適正な範囲

内で事実の開示をした。  

 (3) 大学が主張する上記 (2)アについては、ハラスメント問題の特

質から生じるものであるとともに、ハラスメント防止等に関する

制度を実効あらしめるために要請されるものであることを考慮

すると、必要な措置であると解される。 

また、大学が主張する上記(2)イについては、前記第３の４(3)、

(4)及び(10)並びに15(3)のとおり、第１次調査対策委員会がＸ３

に対し聞き取り調査を行っていること、同委員会の報告書概要が

Ｘ３に交付されていること、第２次調査対策委員会がＸ３に対し

聞き取り調査を行っていること、同委員会の報告書概要がＸ３に

交付されていることが認められる。そこで、各調査対策委員会の

聞き取り調査の記録（甲43、甲44、乙57、乙58）及び報告書概要

（甲17、甲37、乙50、乙51）をみると、調査対策委員会はＸ３に

対し、本件ハラスメント行為を相当程度具体的に摘示しているこ

とが認められるのであって、それは当然組合も了知していたもの

というべきである。  

以上のとおりであるから、大学の主張は組合の要求を拒否する

理由として相当であると判断される。  

 (4) ところで、団体交渉記録をみると、団体交渉におけるＹ２理

事の拒否理由の説明は、いずれもやや簡単に過ぎる傾向があるこ

とが認められる。労使の主張が対立し激しい議論が交わされたな

かでの説明であったことを考えれば、言葉を尽くして説明する状

況になかったともみられるが、より懇切丁寧に対応することが望

ましかったものと思料される。しかし、そうではあってもＹ２理
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事の説明により、拒否理由の趣旨は、概ね組合に対し伝達されて

いたものと判断される。  

 (5) 組合は、大学が特定・明示を拒んだために、具体的な事実を把

握することができず、実質的な協議に入ることができなかった、

また、ハラスメントの認定事実が正当か否か検討するためには、

関連文書交付が必須であると主張する。  

しかし、上記(3)のとおり、Ｘ３に対しては、ハラスメント行

為について相当程度具体的に摘示されていたのであるから、組合

は特定・明示及び文書交付に固執せずに、大学がＸ３に摘示した

事項を端緒として、団体交渉においてハラスメント認定事実につ

いて個々具体的に協議を開始し、検討を進めることは不可能では

なかったと思料される。  

(6) 組合は、大学の不誠実性は、本件仮処分申立ての訴訟手続にお

いて、大学が、組合が要求していた関係文書を提出したことに現

れていると主張する。 

しかし、本件仮処分申立訴訟においては、懲戒解雇処分の法的

効力が審理されるのであり、団体交渉とは目的が異なるのである

から、訴訟における証拠として大学が関係文書を提出したからと

いって、団体交渉においても提出すべきであったことにはならな

い。 

(7)   組合は、団体交渉において、特定・明示を要求する理由として、

人に不利益を課す場合には、被疑事実を全て明らかにしたうえで、

自ら弁明し防禦する機会を与えることが近代社会の絶対的ルー

ルであるとの趣旨の主張もしている。 

前記第３の２のとおり、大学のハラスメント防止等に関する制

度は、学内のハラスメントの防止及び排除を図ることによって、

職員及び学生の人権を擁護するとともに、就業及び就学にふさわ

しい環境を確保するとの目的を達成するために、ハラスメント申
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出がなされた場合の処理手続や関係者の人権の尊重等を定めて

いることが認められ、目的及び手続等いずれも合理性を有する制

度であると考えられる。そして、上記(3)のとおり、この手続の

履践として、調査対策委員会はＸ３に対して、本件ハラスメント

行為について事情聴取の機会を設け、その際相当程度具体的にハ

ラスメント行為を摘示したのであるから、組合が主張する適正手

続の要請に応えているというべきである。 

 (8) ところで、前記１(2)で述べたように、団体交渉において、使

用者は、労働組合の要求や主張について、その具体性や追及の程

度に応じた回答や主張を行い、必要によってはそれらにつき論拠

を示したり資料を提示したりして説明を行わなければならない。 

これを本件についてみると、団体交渉において、組合が個々の

ハラスメント行為を具体的に取り上げ、その問題点を追及するこ

とはほとんどみられなかった。このため、具体的事項の交渉を通

じて、特定・明示及び関連文書交付の必要性が明確になっていく

こともなく、組合は抽象的に必要性があることを繰り返すのみで

あったといわざるを得ない。このような組合の姿勢に鑑みると、

大学は団体交渉を通じて、前記拒否理由を述べるのみであったが、

その説明が十分でなかったということはできない。 

(9)  以上のとおりであるから、団体交渉において、大学が、組合の

特定・明示及び関連文書交付の要求を拒否したことを、不誠実で

あったということはできない。  

(10) なお、組合は、Ｘ３と大学との間のやり取りにおいても、大学

が同様の対応をしたことを不誠実であると主張するが、団体交渉

とは別の問題であるので、判断の対象外であり、採用することは

できない。 

３ 団体交渉において、大学が、学長、医学部長及び本件ハラスメント

相談調査対策委員会委員長らの団体交渉への出席について、組合の求
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めに応じることなくこれを拒んだことについて（争点１ウ）  

(1) 前記第３の６(2)ア、７(2)、８(2)ア及びイ、13(2)及び(3)、14(2)

ア及びク、15(4)、17(1)、20(2)セ並びに21(2)ア及びケのとおり、

組合は、第１回団体交渉から繰り返し学長、医学部長、相談調査

対策委員会委員長らの出席を求めているものの、大学は、組合の

要求を拒否していることが認められる。 

(2) 団体交渉にあたり、誰を出席させるかは、労使間の合意がある

場合は格別、そうでない限り労使それぞれが、合理的な範囲内で、

交渉に必要と認める者を出席させることができる。また、団体交

渉には交渉権限を有する者が出席すればよく、必ずしも使用者の

代表者や交渉事項に関係する者が出席する必要はない。  

これを本件についてみると、前記第３の６(1)、８(1)、10(1)、

12(1)、14(1)、16(1)、 18(1)、 20(1)及び 21(1)のとおり、大学の

団体交渉出席者は、副学長である総務・人事労務担当理事、総務

部長、人事課長及び弁護士等であり、その職務分担からみて、こ

れらの者の交渉権限に問題はみられない。ちなみに、Ｙ２理事は、

第１回団体交渉冒頭において、自らが団体交渉における権限を委

任されている旨回答し、また、組合に対する文書においても、組

合との団体交渉は同理事に一任されている旨答えている。  

(3) 組合は、Ｙ２理事は組合の質問や主張に対して、事実に精通せ

ず、理事就任前の出来事であることを理由として不知との回答を

繰り返したと主張する。  

しかし、団体交渉においてＹ２理事が、理事就任前の出来事で

あることを理由として不知との回答を繰り返したとの状況は認め

られない。 

なお、前記第３の８(2)イ及び10(2)イのとおり、団体交渉にお

いては、Ｙ２理事がその場で回答できずに、調査のうえ回答する

と応じたことがあったことが認められる。しかし、第２回団体交
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渉において交渉事項として突然持ち出された研究資料の研究室か

らの搬出に関する質問や第３回団体交渉における研究資料を搬出

した者を問う質問のように、回答の準備がない場合や回答には正

確を期すために調査が必要な場合など、内容によってはその場で

回答できないこともあり得るのであって、理由なく頻繁にそのよ

うな対応をするのでない限り、これをもって交渉担当者として不

適任であるということはできない。  

そもそも、前記第３の５(4)及び17(19)のとおり、組合が事前に

交渉事項を明確に示して団体交渉に臨んだのは、第１回及び第７

回団体交渉だけであり、そのほかの団体交渉においては、新たな

交渉事項が突然持ち出される事態がしばしばみられた。円滑な団

体交渉を行うためには、団体交渉の都度、事前に交渉事項を整理

し明確にしておくことが望ましかったものと思料される。  

(4) 組合は、Ｙ１学長は大学の代表者であるから、団体交渉への出

席が必要だと主張するが、交渉権限を有する交渉担当者が出席し

ていれば必ずしも代表者が出席する必要がないことは、既に述べ

たとおりである。 

また、組合は、 Ａ 医学部長は、Ｘ３に対する職務命令の直接

の責任者であり、医学部の事情についても精通していること、  

Ｂ 委員長は調査対策委員会の責任者であることを、団体交渉への

出席が必要な理由として主張する。しかし、交渉権限を有するＹ

２理事の出席では足りず、これらの者の出席がないために交渉に

支障を生じていたという具体的事情は認められない。  

(5) 組合は、大学と教職員組合との間に、団体交渉出席者に関する

労働協約が存在し、組合も教職員組合と等しく扱われるべきであ

ると主張する。 

前記第３の23(2)のとおり、大学と教職員組合との間には、「団

体交渉に関する労働協約」が存在し、大学側交渉委員として「学
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長、担当理事、総務部長、人事課長、その他学長が指名する者」

とすることが定められている。しかし、同時に、「交渉担当者は交

渉委員の中から任意に選任するものとする」ことも定められてい

るのであるから、大学と教職員組合との団体交渉においても、学

長が必ず出席しなければならないものではない。  

(6) 以上のとおりであるから、団体交渉において、大学が、学長ら

の団体交渉への出席を拒んだことを、不誠実であったということ

はできない。 

４ Ｘ３に対する22年５月11日付け「学長付教授」への人事異動に係る

団体交渉における大学の対応について（争点２ア） 

(1) 組合は、団体交渉において協議中であったにもかかわらず、学

長付異動について、大学は組合に事前通知をせず、また、団体交

渉において事前に説明ないし協議をせずに抜き打ち的に強行した

ことは、団体交渉を無意味にするものであり不誠実な交渉態度で

あると主張する。 

ア 前記第３の６ないし15のとおり、22年５月11日Ｘ３の学長付

異動発令以前には、同年４月12日開催の第５回団体交渉まで５

回の団体交渉が行われたことが認められる。また、学長付異動

発令に至るまでに、大学が組合に対して、学長付異動について

通知ないし説明や協議を行ったことは認められない。  

イ 労組法は、使用者に団体交渉応諾義務を課しているが、使用

者の側から積極的に団体交渉を求める義務が課せられているわ

けではない。しかし、当該労使関係において特段の事情が認め

られる場合には、使用者から労働組合に対して、課題を通知し

団体交渉事項として提起すべき場合もあると解される。  

そこで、本件労使関係において、特段の事情が認められるか

検討する。 

ウ 組合は、医学部長付教授への人事異動撤回要求に関し、団体
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交渉において協議中であったことを、大学が組合に対して、通

知ないし説明や協議を行うべき一つの根拠としているものとみ

られる。 

組合員に対する人事異動について労働組合と協議中であると

き、さらに使用者が当該組合員を人事異動しようとするときに

は、事前に労働組合に通知することが、労使の信頼関係を確保

するためには好ましいと思われる。しかし、労働組合と協議中

であることが、使用者に積極的に事前の通知を行うことを義務

づけるものとまでは思料されない。  

エ 組合は、大学と教職員組合との間には、配転や懲戒解雇など

に関する事前協議に係る規定を含む労働協約が存在し、組合も

教職員組合と等しく扱われるべきであったと主張する。  

  しかし、大学と教職員組合との間に、組合が主張するような

労働協約が存在することは認められない。  

なお、前記第３の23(1)のとおり、大学と教職員組合との間に

は、「労使関係の基本事項に関する労働協約」が存在し、そのな

かに、人事異動について、「大学は異動内示と同時に異動内容を

教職員組合に提示する」と、また、「労働条件の変更について、

事前に組合に意見を求め、誠意をもって話し合う」と規定され

ていることが認められる。また、前記第３の 23(3)のとおり、同

様に「組合員の人事に関する労働協約」が存在し、そのなかに、

「教職員組合が人事の基準や人選について申出を行った場合に

は、大学は誠意をもって事前協議に応じるもの」と規定されて

いることが認められる。  

しかし、これらの規定が、個々の教職員の配転や懲戒処分に

ついて、それを決定する前に、教職員組合に対し通知ないし協

議する義務を大学に課す趣旨であると解することはできない。 

オ 組合は、学長付異動は、Ｘ３の労働条件の重大な変更にあた
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るので、労働契約の内容である労働条件の変更にあたって労働

者の合意を必要とすることを規定する労働契約法第８条によれ

ば、事前にＸ３と合意しなければならず、組合と協議すべきで

あったと主張する。  

しかし、学長付異動が、大学とＸ３との間の労働契約が定め

る労働条件の変更にあたるとする具体的な主張・立証はなかっ

た。かえって就業規則第13条（乙１）は、「学長は、業務上の必

要により、職員に配置転換、兼務又は出向を命ずることがある」

と規定している。 

カ なお、組合は、Ｙ２理事は、その職責に鑑みると、調査対策

委員会による調査から学長付異動までの状況を把握していたは

ずであり、また、仮にＹ２理事が知らなかったとしても、団体

交渉に出席していたＹ３総務部長及び Ｙ４ 人事課長は担当事

務局の職員であるから、承知していたことは自明であって、そ

れにもかかわらず重要な事項を組合に通知しなかったことは不

誠実であると主張する。  

しかし、Ｙ２理事又はＹ３総務部長らが調査対策委員会によ

る調査から学長付異動までの状況を掌握していた蓋然性が高い

としても、個々の職員が承知していることと、大学として組合

に対して通知すべきか否かは別の問題であるから、通知しなか

ったことが直ちに不誠実であるとまではいえない。 

キ 以上のとおりであり、本件労使関係においては、大学から組

合に対して、学長付異動について通知し団体交渉事項として提

起すべき特段の事情は認められない。したがって、大学に団体

交渉を無意味にするような不誠実な交渉態度があったというこ

とはできない。 

(2) 組合は、22年５月25日付けで団体交渉の開催を求めたところ、

大学はこれを拒否したと主張する。  
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ア 前記第３の17(4)及び(6)のとおり、組合が、学長付異動を含

む交渉事項について、 22年５月25日付けで、団体交渉を申し入

れたところ、大学は、同月 28日付けで、組合が団体交渉の開催

方法についてあっせん申請を行っているので、その終結を待っ

て団体交渉に応ずる旨回答したことが認められる。  

イ 大学は、労働組合は、団体交渉がほとんど行き詰まり状態に

陥っている状態のなかで、あっせん申請により団体交渉の打開

を図ろうとするのであるから、労働委員会のあっせん係属中に

団体交渉を並行して行う意味はなく、使用者は団体交渉を中断

せざるを得ないと主張する。また、大学は、 22年５月13日開催

の第６回団体交渉において、組合が労働委員会へあっせん申請

することを宣言し、交渉の中途で退席したと主張する。  

ウ たしかに、組合と大学との間で行われた９回の団体交渉をみ

ると、この第６回団体交渉を除いては、団体交渉を終えるにあ

たり、次回の団体交渉の日程調整が行われていることが認めら

れる。したがって、第６回団体交渉においてのみ、組合が次回

団体交渉の日程に言及しなかったことは、組合が、一旦は団体

交渉での解決に見切りをつけた証左とみられなくもない。しか

し、その後、組合が改めて団体交渉を申し入れた以上、あっせ

んとは別に、なお団体交渉による自主的な解決を模索する意思

が組合から表明されたものとみるべきである。  

エ また、第２次職務命令に関する団体交渉の状況をみると、前

記第３の16(1)及び(2)キ並びに17(1)のとおり、第２次職務命令

後あっせん申請が行われるまでに行われたのは、 22年５月13日

開催の第６回団体交渉だけであるところ、この団体交渉におけ

る議論は、組合が第２次職務命令に抗議し撤回を要望する旨述

べた程度であることが認められ、到底議論が尽くされ行き詰ま

りに至っていたものとはみられない。 
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オ 本来、労働紛争は当事者間の団体交渉によって、自主的な解

決を図ることが望ましく、労働関係調整法は、このような労働

関係の当事者の自主的解決の努力を妨げるものでないとともに、

労働関係の当事者が、かかる努力をする責務を免責するもので

はない（同法第４条）。したがって、たとえ労働委員会にあっ

せんが係属中であっても使用者に対して団体交渉を求めること

はなんら差し支えないものであり、また、使用者は正当な理由

がない限りこれに応じなければならないことは明らかである。  

カ 以上のとおりであるから、組合が 22年５月25日付けで団体交

渉の開催を申し入れたことに対し、大学が労働委員会のあっせ

ん終結を待って団体交渉に応ずるとしたことは、正当な理由の

ない団体交渉拒否である。  

なお、大学の同月28日付け回答は、組合が団体交渉の開催方

法についてあっせん申請を行っているので、その終結を待って

団体交渉に応ずるといっているが、組合が申請したあっせん事

項を団体交渉の開催方法とみることはできないので、正当な理

由とはいえない。 

５  Ｘ３に対する 22年７月 21日付け懲戒解雇処分に係る団体交渉にお

ける大学の対応について（争点２イ） 

(1) 組合は、団体交渉を重ねる間にも処分審査委員会は審査を続け、

22年６月23日には教育研究評議会に対し、Ｘ３を懲戒に付するこ

とが適当との結論を報告したが、大学がこれを組合に伏せ、懲戒

解雇理由に該当する行為を具体的に明示しないまま、しかも懲戒

処分手続の中止をあっせん事項とするあっせん中にもかかわらず

懲戒解雇処分を強行したことは、団体交渉を無意味にするもので

あり不誠実な交渉態度であると主張する。  

ア 前記第３の４(5)、15(5)並びに17(3)、(7)、(9)、(10)、(11)

及び(13)のとおり、教育研究評議会は第１次及び第２次調査対
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策委員会から各々調査結果の報告を受け処分審査委員会を設置

し、処分審査委員会はＸ３からの事情聴取等を行ったこと、教

育研究評議会は、処分審査委員会の調査結果を元に、 22年６月

23日、Ｘ３の懲戒審査を開始することを決定し、大学は審査事

由説明書をＸ３に交付したことが認められる。また、この間、

大学が組合に対して、この懲戒に係る一連の手続の状況を積極

的に通知ないし説明したという経緯は認められない。さらに、

前記第３の17(15)及び(18)のとおり、当委員会にあっせんが係

属していた間の同年７月21日付けで大学がＸ３を懲戒解雇した

ことが認められる。  

イ 特段の事情のない限り、使用者には、労働組合員の懲戒手続

の進行について、当該労働組合に積極的に通知する義務がある

とまではいえない。  

組合は、大学が組合に通知すべき根拠として、大学と教職員

組合との間には、配転や懲戒解雇などに関する事前協議に係る

規定を含む労働協約が存在することをあげ、組合も教職員組合

と等しく扱われるべきであったと主張するが、前記４ (1)エで述

べたとおりであり、組合の主張は採用できない。  

また、このほかにも本件労使関係において、大学が組合に対

し、懲戒手続について通知しなければならない特段の事情はみ

られない。 

ウ また、組合は、大学から通知がなかったとしても、懲戒手続

の状況を相当程度認識していたものと考えられる。すなわち、

前記第３の４(8)及び15(5)のとおり、大学からＸ３に対し、処

分審査委員会の設置について伝達されたこと、また、上記アの

とおり、処分審査委員会はＸ３に対する事情聴取の手続を進め

たこと、さらに、前記第３の17(13)のとおり、大学からＸ３に

対し、22年６月23日に教育研究評議会において懲戒審査の開始
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が決定されたことが通知され、併せて審査事由説明書が交付さ

れたことが認められ、これによりＸ３が知ることとなった懲戒

手続の進行状況については、当然組合も了知していたものとい

うべきである。 

エ 組合は、大学が懲戒解雇理由に該当する行為を具体的に明示

していないと主張する。  

しかし、前記第３の17(3)、(7)及び(13)のとおり、Ｘ３に対

しては、懲戒規程の定めるところに従って、事情聴取手続の履

践及び審査事由説明書により、懲戒解雇理由に該当する行為に

ついて、通告されていることが認められ、それは当然組合も了

知していたものというべきである。  

オ 組合は、懲戒処分手続の中止をあっせん事項とするあっせん

中にもかかわらず、大学が懲戒解雇処分を強行したと主張する。 

しかし、前記１(2)のとおり、使用者には労働組合の要求や主

張を容れたり、それに対し譲歩を行う義務までは求められてい

ないのであるから、組合が懲戒処分手続の中止を求めても、大

学が直ちに組合の要求を容れなければならないわけではない。  

なお、あっせんは団体交渉とは異なる手続であるから、あっ

せん係属中であることを根拠として、大学の団体交渉における

不誠実性を論ずることはできない。  

カ 以上のとおりであるから、大学に団体交渉を無意味にするよ

うな不誠実な交渉態度があったということはできない。  

(2) 組合は、22年７月12日付けでＸ３の懲戒処分等を交渉議題とす

る団体交渉の開催を申し入れたが、大学はこれを拒否したと主張

する。 

ア 前記第３の17(16)及び(17)のとおり、組合が、Ｘ３の懲戒処

分を含む交渉事項について、 22年７月12日付けで団体交渉を申

し入れたところ、大学は、同月 14日付けで、組合が団体交渉の
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開催方法についてあっせん申請を行っているので、その終結を

待って団体交渉に応ずる旨回答したことが認められる。  

イ 前記第３の17(13)、(15)及び(16)のとおり、教育研究評議会

において、Ｘ３の懲戒審査を開始することが決定され、審査事

由説明書が交付された後、当委員会の第２回あっせん期日と同

日付けで、組合は団体交渉開催を申し入れていることが認めら

れる。これをみれば、組合に、あっせんとは別に、団体交渉に

よる自主的な解決を模索する意思があったことは明らかである。 

また、前記４(2)オのとおり、そもそも労働委員会にあっせん

が係属中であっても使用者に対して団体交渉を求めることは何

ら差し支えないものであり、また、使用者は正当な理由がない

限りこれに応じなければならない。  

ウ 以上のとおりであるから、組合が 22年７月12日付けで団体交

渉の開催を申し入れたことに対し、大学が労働委員会のあっせ

ん終結を待って団体交渉に応ずるとしたことは、正当な理由が

ない団体交渉拒否である。  

(3) 組合は、22年７月22日付けでＸ３の懲戒解雇処分の撤回と原職

復帰を求めて団体交渉の開催を申し入れたが、大学はこれを拒否

したと主張する。 

ア 前記第３の17(19)及び(21)のとおり、組合が、Ｘ３の懲戒解

雇撤回及び原職復帰要求を含む交渉事項について、 22年７月22

日付けで、同月26日に団体交渉を開催することを申し入れたと

ころ、大学は、同月 23日付けで、あっせん申請の取下げが確認

できないことに加え、日程調整も非常に困難であることを理由

として、団体交渉に応じられないと回答したことが認められる。 

イ 大学は、団体交渉に応じられなかった理由の一つとして、あ

っせん申請の取下げが確認できなかったと主張しているが、こ

れはつまるところ、組合のあっせん係属中を理由とするもので
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あり、正当な理由といえないことは、前記４ (2)オのとおりであ

る。 

ウ しかし、大学は、団体交渉に応じられなかった理由の一つと

して、日程調整が非常に困難であったとも主張している。たし

かに、組合が団体交渉を申し入れた日から、わずか４日目が開

催希望日であり、しかもその間は土曜日と日曜日であったこと

からすると、この大学の主張には根拠があり相当であると考え

られる。 

エ したがって、組合が22年７月22日付けで団体交渉の開催を申

し入れたことに対して、大学が団体交渉に応じなかったことは、

あっせん申請を理由とした点では適切とはいえないが、日程調

整が困難であった点からみて、また、当初組合の求めた開催日

から２週間後には団体交渉が開催されていることからして、正

当な理由があったものと判断される。 

６ 組合の22年10月25日付け団体交渉申入れに対して、大学が応じなか

ったことについて（争点３）  

(1) 前記第３の21(2)シ及び22(3)のとおり、組合と大学は、第 10回

団体交渉を22年10月28日に行うことに一旦は合意していたが、同

月21日付けで大学は組合に対し、Ｘ３が本件仮処分申立てを行っ

たので、組合も交渉事項の解決を訴訟に委ねたものと思料して、

同申立ての確定まで団体交渉を中断する旨通知したことが認めら

れる。また、前記第３の22(4)及び(5)のとおり、同月25日付けで

組合が、懲戒解雇処分撤回要求を訴訟に委ねた事実はないと抗議

し、改めて団体交渉開催を申し入れたところ、同月26日付けで大

学は、同申立ての確定まで団体交渉を中断する、ビーグル犬に関

する問題その他の必要事項は、団体交渉とは別にその都度協議す

ると回答し、加えて、双方の主張の根本からの対立状況は明らか

であり、団体交渉による解決は到底期待することができないと主
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張し、Ｘ３は団体交渉では解決しないと判断して裁判上の手続を

とったものであるから、大学も組合の懲戒解雇撤回要求について

法的解決を図る所存であると表明したことが認められる。  

(2) 大学は、開催を約束していた第10回団体交渉を拒否したことに

ついて、団体交渉は行き詰まりに到達していたところ、Ｘ３から

本件仮処分申立てがなされたので、組合は懲戒解雇処分撤回要求

の解決を団体交渉ではなく訴訟に委ねたものと思料したからであ

ると主張し、また、そのほかの組合の要求事項も、団体交渉にお

いて解決することは不可能な状態になっていると主張する。 

組合は、22年10月25日付け文書で、懲戒解雇処分撤回要求の解

決を訴訟に委ねる意思がないことを表明し、改めて団体交渉開催

を申し入れているが、団体交渉事項について裁判所に訴訟等が提

起されたとしても、なお当該問題について労働組合が使用者に対

して団体交渉を求めることは何ら差し支えないものである。  

しかし、本件団体交渉において組合と大学との主張が対立し、

いずれかの譲歩により交渉が進展する見込みはなく、団体交渉を

継続する余地がなくなっていれば、大学には以後の団体交渉を打

ち切る正当な理由があったものということができる。  

そこで、以下、大学が団体交渉を拒否した理由の正当性を判断

するため、本件団体交渉が上記の意味で行き詰まりに到達してい

たか否かを検討する。 

(3) 本件団体交渉の過程においては、前記第３の５(4)及び17(19)の

とおり、第１回団体交渉にあたって、組合が、第１次職務命令を

撤回すること並びに第１次職務命令に至った一連の調査内容及び

関係文書を明らかにすることを交渉事項として要求したこと、ま

た、第７回団体交渉にあたって、Ｘ３の懲戒解雇処分の撤回及び

講座担当教授への復職、当面の教授室の使用及びＸ３の研究資料

の厳重管理を交渉事項として要求したことが認められるほかには、
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各団体交渉の前に組合が大学に交渉事項を明確に提示したことは

認められない。そこで、団体交渉において、実際に何が交渉され

たのかをみると、本件団体交渉の交渉事項は、次のように整理さ

れる。 

ア 本件ハラスメントの調査等 

イ 第１次及び第２次職務命令  

ウ 研究資料の研究室からの搬出  

エ Ｘ３の研究 

オ Ｘ３の研究に対するＹ２理事等の発言 

カ 懲戒処分 

キ Ｙ２理事のハラスメント  

(4)  実際の団体交渉の進行状況をみると、前記第３の６(2)、８(2)、

10(2)、12(2)、14(2)、 16(2)、18(2)、20(2)及び 21(2)のとおり、

組合側の出席者が各々無秩序に交渉事項を取り上げて発言し、大

学はそれに呼応する形で回答や説明などの対応をしていった様子

がうかがえるが、交渉事項ごとには概ね次のような交渉が行われ

たことが認められる。 

ア 本件ハラスメントの調査等 

概ね第１回から第６回団体交渉までの間に交渉が行われた。  

組合は第１回団体交渉から、特定・明示と関係文書交付を繰

り返し求めたが、その都度大学が拒否したため対立が続いた。 

大学は組合の質問等に対し、調査対策委員会の構成や調査方

法等について回答し説明を行った。そのなかで、調査対策委員

会の委員長が、Ｘ３からの質問に対して直接同人に答えるべき

か否かについては、組合と大学の見解が対立を続けた。 

なお、調査対策委員会のＸ３に対する事情聴取においてハラ

スメント行為が明示されたか否かについて、組合と大学との間

で評価が対立したため、事情聴取の模様を録音したものを確認



89 

 

することが一旦は合意されたが、組合は、第２次調査対策委員

会がＸ３のハラスメント行為を認定したため意味がなくなった

と主張して確認を拒否した。 

イ 第１次及び第２次職務命令  

概ね第１回から第６回団体交渉までの間に交渉が行われた。 

組合は、第１次及び第２次職務命令の撤回を求めたが、大学

は拒否した。 

組合は、第１次職務命令が継続されている理由等を質し、大

学は説明をした。また、組合は、Ｘ３が研究室に入室できない

ことなどを、研究の保障がされていないと主張して追及したが、

大学は職務命令の指示に従えば入室できるなどと回答し対立が

続いた。 

ウ 研究資料の研究室からの搬出  

組合が第２回団体交渉で突然持ち出した事項であり、以降の

団体交渉で繰り返し取り上げられた。 

組合は、Ｘ３の学問の自由を侵害する重大な事件だと主張し

大学を非難したうえ、搬出者、搬出の時期及び目的等を質し、

大学が、研究資料は医学部長の管理下にあり、その責任の下に 

Ｆ 助教が移動しているなどと回答したが、それには納得しな

かった。 

エ Ｘ３の研究 

組合が第５回団体交渉から主張を始めた事項であり、以降の

団体交渉で繰り返し取り上げられた。 

組合は、Ｘ３がＣＮＴの発がん性を研究により突き止めたと

主張し、大学は職務命令等によりこのＸ３の研究を妨害してい

るとの非難を繰り返した。また、この研究の共同研究者である  

Ｓ 社に、Ｘ３の研究成果を伝える方法について、組合と大

学の見解が対立を続けた。 
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なお、第８回及び第９回団体交渉では、大学が、Ｘ３が研究

のため飼育していたビーグル犬の管理について、今後の取扱方

法を提案した。 

オ Ｘ３の研究に対するＹ２理事等の発言 

組合が、第７回団体交渉で持ち出した事項であり、以降の団

体交渉で繰り返し取り上げられた。 

組合は、新聞報道されたＹ２理事の「Ｘ３教授の研究は学術

性に疑問がある。」との発言やＣＮＴの安全性に関する大学の記

者会見での関係者の発言を、Ｘ３の研究を否定するもので名誉

毀損であるなどと繰り返し非難した。 

カ 懲戒処分 

第５回団体交渉までは、処分審査委員会の設置や審査事由説

明書の交付手続について、組合の質問に大学が回答した。 

第７回団体交渉以降は、懲戒解雇処分について交渉が行われ、

組合が懲戒解雇の撤回を求めたのに対し、大学は見直す意向は

ないとして対立した。 

組合は、懲戒解雇の理由とされた事項のうち、新聞記事によ

る名誉毀損の件、動物実験承認申請書の件、市民タイムスの広

告等による名誉毀損の件、講座の元職員に対するセクハラの件

について疑問等を質し、大学はこれに答え説明したが、双方の

主張は対立を続けた。 

また、組合は、大学が組合に対し事前協議を行わなかったこ

と、懲戒解雇をＸ３の実名により公表したことなどを取り上げ

追及し、大学はその理由を説明したが、組合は納得しなかった。 

キ Ｙ２理事のハラスメント  

組合が、第８回団体交渉においてのみ取り上げた事項であり、

Ｙ２理事のハラスメント行為に対するＸ３のハラスメント申出

の取扱状況について、組合の質問に大学が回答した。  
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(5) 上記を踏まえ、交渉の状況について検討する。  

ア 本件ハラスメントの調査等並びに第１次及び第２次職務命令

に係る交渉 

これらの交渉事項については、組合と大学の主張は対立した

まま推移したが、Ｘ３が懲戒解雇となった後は、ほとんど協議

されることはなかった。それは、本件ハラスメント問題は懲戒

解雇処分の前提であり、その調査等に係る交渉は懲戒解雇処分

に係る交渉に包含されたこと、また、懲戒解雇処分によりＸ３

は大学教員としての身分を失ったので、職務命令について交渉

する意義がなくなったことによると解される。  

なお、組合の主要な課題であった特定・明示要求及び関係文

書交付要求を大学が拒否したことが、不誠実な交渉態度とはい

えないことは、前記２のとおりである。 

イ 研究資料の研究室からの搬出に係る交渉 

組合の目的は、講座における研究資料の管理に対する大学の

責任を明らかにすることにあったものとみられるので、大学が

管理責任の所在や管理状況を説明し、組合の追及に応えたうえ

は、それ以上の進展は期待できなかったものと考えられる。 

ウ Ｘ３の研究に係る交渉 

(ｱ) 大学がＸ３の研究を妨害しているとの組合の非難について

は、後記オ(ｲ)のとおりであり、交渉において大学が組合の非

難を受け容れることは考え難い。 

(ｲ)  Ｓ 社への研究成果の伝達は、本来 Ｓ 社と共同研究

者であるＸ３との間の問題であるから、大学が共同研究契約

について見解を示したうえは、それ以上の進展は期待できな

かったものと考えられる。 

(ｳ) 大学がビーグル犬の管理について、今後の取扱方法を提案

したのは、大学教員の身分を失い、研究のためビーグル犬の
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飼育ができなくなったＸ３のために、研究の便宜を図ろうと

したものと解される。これは実験動物の飼育場所及び飼育費

用負担等研究をいかに遂行するかの問題であるから、必ずし

も団体交渉で協議されなければならない問題ではない。  

エ Ｘ３の研究に対するＹ２理事等の発言に係る交渉  

団体交渉は大学教員の研究に対する評価を議論するのにふさ

わしい場ではなく、実際の交渉においても組合は大学を非難す

るばかりであり、交渉により解決することは考えられない。  

オ 懲戒処分に係る交渉 

(ｱ) 第７回団体交渉以降は、Ｘ３の懲戒解雇処分について、組

合の追及に応じて大学が回答し説明したものの、組合及び大

学双方とも自らの主張を堅持し対立が続いた。 

(ｲ) 組合は懲戒解雇処分以前から、大学にはＸ３の研究を妨害

しようとする意図がある旨を繰り返し主張していたが、その

主張は懲戒解雇処分と結び付けられて、一段と明確で強固に

なっていった。 

すなわち、前記第３の13(2)のとおり、Ｘ２弁護士及び組合

は、既に22年４月５日付け要求書において、第１次職務命令

や研究資料の搬出は、Ｘ３がＣＮＴの発がん性について論文

発表することを阻止するためのものであったと断じているこ

とが認められる。 

また、前記第３の14(2)イ及びコのとおり、第５回団体交渉

において、Ｘ２弁護士は、Ｘ３がＣＮＴの発がん性を認めた

ところ、大学はこの研究を妨害した旨、また、Ｘ１委員長は、

大学がＸ３を処分する背景には、  Ｄ  教授とＸ３の関係、大

学の研究と Ｓ 社のＣＮＴ量産体制の関係があると思わざ

るを得ない旨主張していることが認められる。  

さらに、前記第３の16(2)アのとおり、第６回団体交渉にお
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いて、Ｘ２弁護士は、Ｘ３がＣＮＴの発がん性を突き止めた

ことを知った Ｄ 教授が、Ｘ３を共同研究者から外した旨主

張したことが認められる。  

次いでＸ３が懲戒解雇されると、前記第３の18(2)エのとお

り、第７回団体交渉において、Ｘ２弁護士は、 Ｄ 教授はＣ

ＮＴの安全性は確認されたと発言したが、Ｘ３が発がん性を

確認すると、大学はＸ３の研究を禁止したなどと述べ、大学

はＸ３の首を切ったが、これは取り返しがつかないことであ

るなどと非難していることが認められる。  

さらに、前記第３の20(2)イ、カ及びケのとおり、第８回団

体交渉において、Ｘ２弁護士は、大学がＸ３を懲戒解雇した

のは、Ｘ３が行っているＣＮＴの発がん性に関する研究を打

ち切るためである旨、また、講座の元職員に対するセクハラ

は発がん性研究を隠蔽するために、でっちあげたものである

旨主張したこと、Ｘ４弁護士は、パワハラだセクハラだと過

去に遡って理由を寄せ集めて首を切った旨、また、手の内は

全部分かっている、我々の分析により全部分かった、それを

Ｙ２理事が必死になって隠そうとしている旨述べたこと、Ｘ

１委員長は、 Ｄ 教授による隠蔽事件であることは間違いな

い旨述べたことが認められる。  

(ｳ) 大学にとって不都合な研究成果を隠蔽するためにＸ３の研

究を妨害した旨の主張、さらには、そのため理由をねつ造し

て懲戒解雇に及んだ旨の主張を、大学が明白な根拠もなく受

け容れることができないことは、容易に理解できるところで

ある。そうすると、組合がこのような主張に固執する限りは、

大学に譲歩を期待する余地はなかったというべきである。  

なお、前記第３の21(2)ケ及びコのとおり、第９回団体交渉

の終盤において、Ｙ２理事が、組合が隠蔽などと言い、事実
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を述べないで交渉を行っているため議論がかみ合わず、溝が

深くなっていくばかりである旨、また、些細な事実を全部隠

蔽につなげ、物語を創作しているとしか考えられない旨、さ

らに、話がかみ合わないのは、労使双方の前提が異なるから

である旨述べていることが認められるが、これらの発言は、

大学の団体交渉に対する認識を示したものと解される。 

(ｴ) したがって、懲戒解雇処分に係る交渉における組合と大学

の対立は、双方の歩み寄りが期待できない状況にあったもの

といわざるを得ない。 

カ Ｙ２理事のハラスメントに係る交渉  

実質的な交渉は行われていないが、Ｘ３のハラスメント申出

は大学のハラスメント防止制度に基づき処理されるべきもので

ある。 

(6) 以上をまとめると、Ｘ３の懲戒解雇後は、本件ハラスメントの  

調査等については懲戒処分の交渉に包含されており、また、第１

次及び第２次職務命令については交渉の意義を失っていると解さ

れる。 

研究資料の研究室からの搬出、Ｘ３の研究、Ｘ３の研究に対す

るＹ２理事等の発言及び懲戒処分については、これ以上交渉をし

ても解決を期待することができない状況であったと判断される。  

したがって、本件団体交渉は９回の交渉が重ねられる間に、全

体として行き詰まりの状態に到達していたものというべきである。 

なお、Ｘ３の研究に係るビーグル犬の問題とＹ２理事のハラス

メントについては、必ずしも団体交渉において協議されなければ

ならない問題ではない。  

(7) 以上のとおりであるから、本件団体交渉は全体として行き詰ま

りの状態にあったというべきである。よって、大学が第10回団体

交渉を拒否したことには、正当な理由があったと判断される。 
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７ 結論及び救済について 

(1) 以上みてきたとおり、組合の申立てのうち、組合が 22年５月25

日付けで学長付異動等について団体交渉開催を申し入れ、これを大

学が拒否したこと、及び同年７月12日付けで懲戒処分等について団

体交渉開催を申し入れ、これを大学が拒否したことは、正当な理由

のない団体交渉拒否である。 

(2) しかし、学長付異動については、Ｘ３が懲戒解雇され大学教授

の身分を失った後は、懲戒解雇が撤回され大学教授の身分が回復さ

れない限り、交渉する意義がないこと、また、懲戒処分については、

22年８月９日に団体交渉が再開され、同年９月21日までに３回の団

体交渉が行われたことにより、団体交渉の拒否は是正されているこ

と、さらに、本件団体交渉の状況は前記６のとおり行き詰まりの状

態にあったことなど諸般の事情に鑑みれば、上記団体交渉拒否につ

いては、具体的に救済措置を命じるまでの必要性は認められない。 

 

第５ 法令上の根拠 

以上の事実認定及び判断に基づき、当委員会は、労働組合法第27条の

12及び労働委員会規則第43条の規定により、主文のとおり命令する。  

 

平成24年８月31日 

長野県労働委員会 

会長 土屋 準 印 


